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第12章 環境影響評価準備書と補正前の環境影響評価書の相違点 

環境影響評価書の作成にあたっては、環境影響評価法第 20 条 1 項に基づく愛知県知事意見を勘

案するとともに、同法第 18 条第 1項に基づく環境の保全の見地からの意見に配意して、環境影響

評価準備書の記載事項について検討を加え、必要な追記・修正を行った。 

環境影響評価準備書からの主な相違点を、表 12-1 に示す。 

なお、表現の適正化及び誤字・脱字等の訂正については、適宜行っている。 

 

表 12-1 環境影響評価準備書からの主な相違点 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.3-17 

(3)各施設 

－ 追記 

p.3-19 

図 3-4-6-1 名古屋市

ターミナル駅の概要 

（平面図） 

－ 

（平面図） 

追記 

p.3-22 

4）換気施設等 

非常口の一部及び地下駅には、供用時のト

ンネル施設内の換気を行うための換気施設を

設置する。当該換気施設内には、換気設備及

び消音設備のほか、微気圧波及び低周波音等

への対策として多孔板を、列車通過時の風圧

対策として開閉設備を設置するとともに、必

要に応じて異常時の避難用のエレベーター及

び階段を設置する。また、必要に応じて本線

及び換気施設の関連設備を置く設備棟を併設

する。 

非常口の一部及び地下駅には、供用時のトン

ネル施設内の換気を行うための換気施設を設

置する。当該換気施設内には、換気設備及び消

音設備のほか、微気圧波及び低周波音等への対

策として多孔板を、列車通過時の風圧対策とし

て開閉設備を設置するとともに、必要に応じて

異常時の避難用のエレベーター及び階段を設

置する。また、防災・非常用設備、換気施設等

関連設備、受電・配電設備、機器監視設備等の

本線及び換気施設の関連設備を置く設備棟を

併設する。この設備棟はコンクリート等の堅固

な壁で覆うなど、屋外へ機器等が露出すること

がない構造となっている。 

p.3-23 

6）保守基地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保守基地は、路線沿線に 50km 程度の間隔で

設置する計画である。敷地面積は約 3.0ha を

想定している。 

保守基地は、路線沿線に 50km 程度の間隔で

設置する計画である。敷地面積は約 3.0ha を想

定している。保守基地は、構造物や電気設備の

検査、交換等に必要な保守用車両について、留

置、検査、整備を行うための施設であり、保守

用車両（規格は通常の大型トラックと同程度）

を留置するためのスペースの他、車庫、検修庫、

作業庫、資材庫等を設置する。なお、整備等に

使用する機器は従来の新幹線と同様のものを

考えており、それらは建屋の中に設置する。 
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評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.3-25 

イ．山岳トンネル部（非

常口含む） 

また、山岳トンネルの施工に際しては、坑

口部からの施工を開始することを基本とする

が、一部区域においては、図 3-4-6-12 に示す

ように非常口からトンネル本坑へ掘り進め

る。 

工事の実施にあたり、必要に応じて工事用

道路及び非常口等に工事施工ヤードを設け

る。工事施工ヤードでは、周囲に工事用のフ

ェンスを設置するとともに、発生土の仮置き、

濁水処理設備の設置、必要に応じてコンクリ

ートプラント等を設置する予定としている。

なお、工事施工ヤードの面積は 0.5～1.0ha を

標準として考えている。 

また、山岳トンネルの施工に際しては、坑口

部からの施工を開始することを基本とするが、

一部区域においては、図 3-4-6-12 に示すよう

に非常口からトンネル本坑へ掘り進める。非常

口のトンネル断面は本坑より小さい 30～60 ㎡

程度を考えており、本坑と同様の方法で施工を

行うが、防水工や覆工コンクリートについては

必要に応じて設置する。 

工事の実施にあたり、必要に応じて工事用道

路及び非常口等に工事施工ヤードを設ける。工

事施工ヤードでは、周囲に工事用のフェンスを

設置するとともに、発生土の仮置き、濁水処理

設備の設置、必要に応じてコンクリートプラン

ト等を設置する予定としている。また、周辺に

住居等が存在する場合は、非常口出口に防音扉

を設置する。なお、工事施工ヤードの面積は 0.5

～1.0ha を標準として考えている。 

p.3-39 

表 3-4-6-3 工事実施

期間 

p.4-2-1-63 

表 4-2-1-46 生活環境

の保全に関する環境基

準（河川） 

－ 河川(2)の環境基準に「ノニルフェノール、直

鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩」の

項目を追記 

p.4-2-1-68～71 

表 4-2-1-52 水質汚濁

防止法に基づく上乗せ

排水基準 

－ 「水質汚濁防止法に基づく上乗せ排水基準」

（水質汚濁防止法第3条第 3項に基づく排水基

準を定める条例（昭和47年愛知県条例第4号））

を追記 

p.7-27 

表 7-2-1(11) 環境影

響評価項目に係る調

査、予測及び評価の手

法並びにその選定理由 

（工事の実施） 

5.調査期間 

現地調査： 

鳥 類：（一般鳥類）：5回(春季、繁殖期、

夏季、秋季、冬季) 

 

 

 

 

（存在及び供用） 

5.調査期間 

現地調査： 

哺乳類：5季(春季、繁殖期、夏季、秋季、

冬季) 

鳥 類(一般鳥類)：5回(春季、繁殖期、

夏季、秋季、冬季) 

 

 

 

 

クモ類：3季(春季、初夏、秋季) 

（工事の実施） 

5.調査期間 

現地調査： 

鳥 類：（一般鳥類）：5季(春季、繁殖期、夏季、

秋季、冬季)繁殖期とは個別の鳥類の

繁殖する時期を意味するものではな

く、春季と夏季の間の期間を言う。 

 

（存在及び供用） 

5.調査期間 

現地調査： 

哺乳類：4季(春季、夏季、秋季、冬季) 

 

鳥 類(一般鳥類)：5季(春季、繁殖期、夏季、

秋季、冬季) 繁殖期とは個別の鳥類の

繁殖する時期を意味するものではな

く、春季と夏季の間の期間を言う。 

 

クモ類：3季(春季、夏季、秋季) 

p.7-35～42 

7-2-2 予測及び評価

の前提とする区域 

 

 

 

 

 

－ 追記 
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評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-1-6 

大気質 

図 8-1-1-1(3) 調査地

点 

  

p.8-1-1-7 

大気質 

図 8-1-1-1(4) 調査地

点（名古屋市ターミナ

ル駅付近拡大図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

p.8-1-1-11 

大気質 

表 8-1-1-7 Pasquill

安定度の出現頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

地点番号 04 

安定 

E F G 

6.3 7.4 20.1

31.1 

 

地点番号 05 

不安定 

A A-B B B-C C C-D

7.5 13.8 10.7 0.2 1.6 0.0

33.8 
 

地点番号 04 

安定 

E F G 

6.3 4.7 20.1 

31.1 

 

地点番号 05 

不安定 

A A-B B B-C C C-D

7.5 13.8 10.7 0.2 1.6 0.0

33.9 
 

図 8-1-1-1(3) 調査地点

図 8-1-1-1(4) 調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）

図 8-1-1-1(3) 調査地点

図 8-1-1-1(4) 調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）
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評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-21 

大気質 

②予測式 

なお、地形の影響を考慮するために、図

8-1-1-5 に示す ERT（Environmental Research 

Technology Inc.）の PSDM（Point Source 

Diffusion Model）を用いた。このモデルでは

計算地点の標高と煙突基部の標高差を h とし

たときに、煙流の中心位置の高さ He”は次の

とおりとする。 

・標高差 hが有効煙突高 He より低い場合は

（図では h1 の例）、He-h/2 をプルーム中

心軸の地表からの高さとする。 

・標高差 hが有効煙突高 He より高い場合は

（図では h2 の例）、He/2 をプルーム中心

軸の地表からの高さとする。 

なお、地形の影響を考慮するために、図

8-1-1-5 に示す ERT（Environmental Research 

Technology Inc. ） の PSDM （ Point Source 

Diffusion Model）を用いた。このモデルでは

計算地点の標高と煙突基部の標高差をhとした

ときに、煙流の中心位置の高さ He”は次のとお

りとする。 

・標高差 hが有効煙突高 He より低い場合は（図

では h1 の例）、He-h/2 をプルーム中心軸の地

表からの高さとする。 

・標高差 hが有効煙突高 He より高い場合は（図

では h2 の例）、He/2 をプルーム中心軸の地表

からの高さとする。 

なお、本予測では愛知県内全ての予測地点に

おいて ERT の PSDM モデルを採用した。 

p.8-1-1-24 

大気質 

e)予測対象時期 

 

 

 

建設機械の稼働による環境影響が最大とな

る時期とし、予測地点において建設機械の稼

働による窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排

出量が最大になると想定される1年間とした。

予測地点別の予測時期を、表 8-1-1-15 に示

す。 

建設機械の稼働による環境影響が最大となる

時期とし、予測地点において建設機械の稼働に

よる窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出量

が最大になると想定される 1年間とした。 

予測地点別の予測時期を、表 8-1-1-15 に示

す。 

地上部工事における建設機械の稼働は、日稼

働時間を 8～17 時（12 時台を除く）の 8 時間/

日、月稼働日数は 22 日/月と想定した。トンネ

ル工事・地下駅工事における建設機械の稼働は

24 時間稼働を前提とするとともに、月稼働日数

は 22 日/月と想定した。 

p.8-1-1-25 

大気質 

表 8-1-1-17 予測に用

いた気象条件及びバッ

クグラウンド濃度 

 

 

 

p.8-1-1-27 

大気質 

表 8-1-1-19(1) 

機械の稼働による二酸

化窒素濃度の予測結果 
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評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-1-28 

大気質 

表 8-1-1-19(2) 

機械の稼働による浮遊

粒子状物質濃度の予測

結果 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-1-1-29～32 

大気質 

図 8-1-1-6 

予測結果 

－ 追記 

p.8-1-1-33～35 

大気質 

表 8-1-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-21 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

適切な機械の設定により必

要以上の建設機械の配置及

び稼働を避けることで、二

酸化窒素及び浮遊粒子状物

質の発生を低減できるた

め、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施行範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 適切な機械の設定により必要以

上の建設機械の配置及び稼働を

避けることで、二酸化窒素及び浮

遊粒子状物質の発生を低減でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

工事規模に合わせて必要以

上の建設機械の規格、配置

及び稼働とならないように

計画することで、二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施行範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事規模に合わせて必要以上の

建設機械の規格、配置及び稼働と

ならないように計画することで、

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-1-33～35 

大気質 

表 8-1-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-21 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検及び整備に

よる性能維持 

適 

適切な点検及び整備によ

り、建設機械の性能を維持

することで、二酸化窒素及

び浮遊粒子状物質の発生を

低減できるため、環境保全

措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検及び整備による

性能維持 
位置・範囲 工事施行範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 適切な点検及び整備により、建設

機械の性能を維持することで、二

酸化窒素及び浮遊粒子状物質の

発生を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検及び整備に

よる性能維持 

適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により、資材及び機械の

運搬に用いる車両の性能を

維持することで、二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検及び整備による

性能維持 
位置・範囲 工事施行範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により、

資材及び機械の運搬に用いる車

両の性能を維持することで、二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-1-33～35 

大気質 

表 8-1-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-21 環境保全

措置の内容 

 

（揮発性有機化合物（以下、「VOC」という。）

の排出抑制） 

－ 

（揮発性有機化合物（以下、「VOC」という。）の

排出抑制） 

追記 
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評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-1-33～35 

大気質 

表 8-1-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-21 環境保全

措置の内容 

（工事の平準化） 

－ 

（工事の平準化） 

追記 

 

p.8-1-1-36～37 

大気質 

①回避又は低減に係る

評価 

調査・予測結果及び環境保全措置の検討を

行った場合はその結果について、事業者によ

り実行可能な範囲で回避又は低減がなされて

いるか、見解を明らかにした。 

予測の結果、建設機械の稼働による二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質の影響を低減させる

ため、表 8-1-1-20 に示した環境保全措置を確

実に実施することから、事業者により実行可

能な範囲内で低減が図られていると評価す

る。 

建設機械の稼働による二酸化窒素及び浮遊

粒子状物質の予測結果及び現況値に対する寄

与率の程度は表 8-1-1-19 に示すとおりであ

る。 

二酸化窒素については、地点番号 08（中村区

名駅付近）において最大濃度地点で寄与率

58.1％と最大となり、直近の住居等の位置で寄

与率 32.0％となる。また、その他の地点につい

ても最大濃度地点で 24.1％～55.8％、直近の住

居等の位置で 1.2％～17.5％となるが、これら

はあくまで工事期間中における最大の値であ

り、その値が観測されるのは工事中の限られた

期間にとどまる。 

浮遊粒子状物質については、地点番号 08（中

村区名駅付近）において最大濃度地点で寄与率

27.0％と最大となり、直近の住居等の位置で寄

与率 7.2％となる。また、その他の地点につい

ても最大濃度地点で 4.0％～25.5％、直近の住

居等の位置で 0.2％～3.4％となる。 

なお、資料編 環 1-5 に示す通り、これら予

測値には気象データの期間代表性及び地域代

表性、バックグラウンド濃度の期間代表性に起

因する誤差が考えられるものの、その影響は二

酸化窒素で最大 5％程度、浮遊粒子状物質で最

大 0.7％程度に収まると試算される。 

本事業では、これらの状況に加え、表

8-1-1-21 に示した環境保全措置を確実に実施

することから、建設機械の稼働による二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の環境影響について低

減が図られていると評価する。 

p.8-1-1-40 

大気質 

図 8-1-1-7 予測手順

（資材及び機械の運搬

に用いる車両の運行：

年平均値） 

 

（気象条件） 

風向、風速： 

一般環境大気測定局のデータ（補正）又は

現地調査結果により設定 

日射量、雲量：地点 01 の文献調査結果により

設定 

（気象条件） 

風向、風速： 

一般環境大気測定局のデータ（補正）又は現地

調査結果により設定 

p.8-1-1-44 

大気質 

e)予測対象時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

による環境影響が最大となる時期とし、各予

測地点において資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行による二酸化窒素及び浮遊粒

子状物質の排出量が最大になると想定され

る 1年間とした。 

予 測 地 点 別 の 予 測 対 象 時 期 を 、 表

8-1-1-25 に示す。 

 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に

よる環境影響が最大となる時期とし、各予測地

点において資材及び機械の運搬に用いる車両

の運行による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

の排出量が最大になると想定される1年間とし

た。 

予測地点別の予測対象時期を、表 8-1-1-25

に示す。 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行時

間は、8～17 時（12 時台を除く）の 8 時間/日

と想定した。地上部工事では月稼働日数を 22

日/月、トンネル工事・地下駅では月稼働日数

を 22 日/月と想定した。 
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p.8-1-1-45 

大気質 

表 8-1-1-26 資材及び

機械の運搬に用いる車

両等の台数 

 

 

 

 

 

 

p.8-1-1-48 

大気質 

g)気象条件及びバック

グラウンド濃度の設定 

 

バックグラウンド濃度は、現地調査結果を

もとに、表 8-1-1-28 に示すとおり設定した。

なお、地点 07～12 及び 16 は、現況濃度に

名古屋駅周辺の他の事業に伴う濃度増加を考

慮したものをバックグラウンド濃度とした。

バックグラウンド濃度は、現地調査結果をも

とに、表 8-1-1-28 に示すとおり設定した。 

なお、地点 07～12、15 及び 16 は、現況濃度

に名古屋駅周辺の他の事業に伴う濃度増加を

考慮したものをバックグラウンド濃度とした。

p.8-1-1-48 

大気質 

表 8-1-1-28 予測に用

いた気象条件及びバッ

クグラウンド濃度 

注 1.地点 07～12 及び 16 の濃度は、予測対象

時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅

三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業

の完了による濃度の増加を考慮したうえ

で、本事業において資材運搬等に用いる

車両の寄与濃度を加算し、環境濃度とし

て示した。 

 

注 2.使用したデータは以下のとおり。 

地点番号 01～04：現地調査地点（沿道）

01～04 

地点番号 05～06、13～15：現地調査地点

（環境）05+一般車両の寄与分 

地点番号 08：現地調査地点（沿道）05+

他事業車両の寄与分 

地点番号 07～12、16：現地調査地点（環

境）05+一般車両の寄与分+他事業車両の

寄与分 

注 1.地点 07～12、15 及び 16 の濃度は、予測対

象時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅三

丁目事業）の完了による濃度の増加が考え

られるため、現況の濃度に他の事業の完了

による濃度の増加を考慮したうえで、本事

業において資材運搬等に用いる車両の寄

与濃度を加算し、環境濃度として示した。

 

注 2.使用したデータは以下のとおり。 

地点番号 01～04：現地調査地点（沿道）01

～04 

地点番号 05～06、13～14：現地調査地点（環

境）05+一般車両の寄与分 

地点番号 08：現地調査地点（沿道）05+他

事業車両の寄与分 

地点番号 07、09～12、15、16：現地調査地

点（環境）05+一般車両の寄与分+他事業車

両の寄与分 

p.8-1-1-49 

大気質 

表 8-1-1-29(1) 資材

及び機械の運搬に用い

る車両の運行による二

酸化窒素濃度変化の予

測結果 

 

注 1.地点 07～12 及び 16 の濃度は、予測対象

時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅

三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業

の完了による濃度の増加を考慮したうえ

で、本事業において資材運搬等に用いる

車両の寄与濃度を加算し、環境濃度とし

て示した。 

注 1.地点 07～12、15 及び 16 の濃度は、予測対

象時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅三

丁目事業）の完了による濃度の増加が考え

られるため、現況の濃度に他の事業の完了

による濃度の増加を考慮したうえで、本事

業において資材運搬等に用いる車両の寄

与濃度を加算し、環境濃度として示した。

p.8-1-1-50 

大気質 

表 8-1-1-29(2) 資材

及び機械の運搬に用い

る車両の運行による浮

遊粒子状物質濃度変化

の予測結果 

 

 

 

 

 

 

注 1.地点 07～12 及び 16 の濃度は、予測対象

時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅

三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業

の完了による濃度の増加を考慮したうえ

で、本事業において資材運搬等に用いる

車両の寄与濃度を加算し、環境濃度とし

て示した。 

注 1.地点番号 07～12、15 及び 16 の濃度は、予

測対象時期に名古屋駅周辺の他の事業（名

駅一丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名

駅三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業の

完了による濃度の増加を考慮したうえで、

本事業において資材運搬等に用いる車両

の寄与濃度を加算し、環境濃度として示し

た。 
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p.8-1-1-51～54 

大気質 

図 8-1-1-10 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-1-55～56 

大気質 

表 8-1-1-30 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-31 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の点検

及び整備によ

る性能維持 
適 

適切な点検及び整備によ

り、資材及び機械の運搬に

用いる車両の性能を維持す

ることで、二酸化窒素及び

浮遊粒子状物質の発生を低

減できるため、環境保全措

置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検及び整備による性能維

持 
位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 適切な点検及び整備により、資材

及び機械の運搬に用いる車両の

性能を維持することで、二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の発生を

低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の点検

及び整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により、資材及び機械の

運搬に用いる車両の性能を

維持することで、二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検及び整備による性能維

持 
位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により、

資材及び機械の運搬に用いる車

両の性能を維持することで、二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-1-55～56 

大気質 

表 8-1-1-30 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-31 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行ルートの分散

化や、法定速度の順守等を

行うことにより、二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の発

生を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行ルートの分散化や、法定

速度の順守等を行うことにより、

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行ルートの分散

化等を行うことにより、二

酸化窒素及び浮遊粒子状物

質の発生を低減できるた

め、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行ルートの分散化等を行

うことにより、二酸化窒素及び浮

遊粒子状物質の発生を低減でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-1-55～56 

大気質 

表 8-1-1-30 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-31 環境保全

措置の内容 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

－ 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

追記 

p.8-1-1-55～56 

大気質 

表 8-1-1-30 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-31 環境保全

措置の内容 

（揮発性有機化合物（以下、「VOC」）の排出抑

制） 

－ 

（揮発性有機化合物（以下、「VOC」）の排出抑制）

追記 

p.8-1-1-55～56 

大気質 

表 8-1-1-30 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-31 環境保全

措置の内容 

 

（工事の平準化） 

－ 

（工事の平準化） 

追記 
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p.8-1-1-57 

大気質 

①回避又は低減に係る

評価 

調査・予測結果及び環境保全措置の検討を

行った場合はその結果について、事業者によ

り実行可能な範囲で回避又は低減がなされて

いるか、見解を明らかにした。 

予測の結果、資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行による二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質の環境影響を低減させるため、表

8-1-1-31 に示した環境保全措置を確実に実施

することから、事業者により実行可能な範囲

内で回避又は低減が図られていると評価す

る。 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に

よる二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の予測結

果及び現況値に対する寄与率の程度は表

8-1-1-29 に示すとおりである。 

二酸化窒素については、地点番号 14（市道）

において寄与率 1.6％と最大となり、その他の

地点についても 0.1％～0.9％となる。 

浮遊粒子状物質については、地点番号 14（市

道）において寄与率 0.4％と最大となり、その

他の地点についても 0.1％～0.3％となる。 

なお、資料編 環 1-6 に示す通り、これら予

測値には道路の勾配に起因する誤差が考えら

れるものの、その影響は二酸化窒素で最大

0.5％程度、浮遊粒子状物質で最大 0.1％程度に

収まると試算される。 

本事業では、これらの状況に加え、表

8-1-1-31 に示した環境保全措置を確実に実施

することから、資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行による二酸化窒素及び浮遊粒子状物

質の環境影響について低減が図られていると

評価する。 

p.8-1-1-59 

大気質 

表 8-1-1-33(1) 基準

又は目標との整合の状

況（二酸化窒素） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地点番号 05、環境濃度年平均値） 

0.01709 

（地点番号 06、環境濃度年平均値） 
0.01710 

 

注 1.地点 07～12 及び 16 の濃度は、予測対象

時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅

三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業

の完了による濃度の増加を考慮したうえ

で、本事業において資材運搬等に用いる

車両の寄与濃度を加算し、環境濃度とし

て示した。 

（地点番号 05、環境濃度年平均値） 

0.01707 

（地点番号 06、環境濃度年平均値） 
 0.01708 

 

注 1.地点 07～12、15 及び 16 の濃度は、予測対

象時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅三

丁目事業）の完了による濃度の増加が考え

られるため、現況の濃度に他の事業の完了

による濃度の増加を考慮したうえで、本事

業において資材運搬等に用いる車両の寄

与濃度を加算し、環境濃度として示した。

p.8-1-1-60 

大気質 

表 8-1-1-33(2) 基準

又は目標との整合の状

況（浮遊粒子状物質） 

（地点番号 05、日平均値の年間 2％除外値）

0.01703 

（地点番号 06、日平均値の年間 2％除外値）

0.01703 

 

注 1.地点 07～12 及び 16 の濃度は、予測対象

時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅

三丁目事業）の完了による濃度の増加が

考えられるため、現況の濃度に他の事業

の完了による濃度の増加を考慮したうえ

で、本事業において資材運搬等に用いる

車両の寄与濃度を加算し、環境濃度とし

て示した。 

（地点番号 05、日平均値の年間 2％除外値） 

0.01702 

（地点番号 06、日平均値の年間 2％除外値） 

0.01702 

 

注 1.地点 07～12、15 及び 16 の濃度は、予測対

象時期に名古屋駅周辺の他の事業（名駅一

丁目南地区、名駅一丁目北地区及び名駅三

丁目事業）の完了による濃度の増加が考え

られるため、現況の濃度に他の事業の完了

による濃度の増加を考慮したうえで、本事

業において資材運搬等に用いる車両の寄

与濃度を加算し、環境濃度として示した。

p.8-1-1-64 

大気質 

e)予測対象時期 

 

 

 

 

 

 

建設機械の稼働による環境影響が最も大き

くなると想定される時期とした。 
建設機械の稼働による環境影響が最も大き

くなると想定される時期とした。また、建設機

械の稼働の日稼働時間及び月稼働日数は、「(1)

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質」と同様とし

た。 
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p.8-1-1-64 

大気質 

f) 予測条件の設定 

①予測対象ユニットの

選定 

予測対象ユニットは、工事計画により想定

した工種及び予想される工事内容をもとに選

定した種別の中から、各計画施設ごとに、最

も粉じんの影響が大きくなるものを選定し

た。 

予測対象ユニットは、「道路環境影響評価の

技術手法（平成 24 年度版）」に基づき、工事計

画により想定した工種及び予想される工事内

容をもとに選定した種別の中から、各計画施設

ごとに、最も粉じんの影響が大きくなるものを

選定し、そのユニット数は各ユニットの日当り

施工能力に対する計画施設の施工規模から算

出した。 

p.8-1-1-67 

大気質 

表 8-1-1-37 建設機械

の稼働による降下ばい

じん量の予測結果 

p.8-1-1-68～71 

大気質 

図 8-1-1-13 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-1-72～73 

大気質 

表 8-1-1-38 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-39 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮囲いの設置 

適 

仮囲いを設置することで、

粉じん等の拡散を低減でき

るため、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮囲いの設置 

位置・範囲 地上で建設機械が稼働する工事

区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 仮囲いを設置することで、粉じん

等の拡散を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮囲いの設置 

適 

住居等周辺環境を考慮した

仮囲いの高さの検討をおこ

なったうえで仮囲いを設置

することで、粉じん等の拡

散を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮囲いの設置 

位置・範囲 地上で建設機械が稼働する工事

区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 住居等周辺環境を考慮した仮囲

いの高さの検討を行ったうえで

仮囲いを設置することで、粉じん

等の拡散を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-1-74 

大気質 

①回避又は低減に係る

評価 

予測の結果、建設機械の稼働による粉じん

等の影響を低減させるため、表 8-1-1-39 に示

した環境保全措置を確実に実施することか

ら、事業者により実行可能な範囲内で回避又

は低減が図られていると評価する。 

本事業では、表 8-1-1-39 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、建設機械の稼働

による粉じん等の影響の低減が図られている

と評価する。 

p.8-1-1-77 

大気質 

e)予測対象時期 

工事により発生する資材運搬等の車両台数

が最大となる時期とした。 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に

よる環境影響が最も大きくなると想定される

時期とした。また、資材及び機械の運搬に用い

る車両の日運行時間及び月稼働日数は、「（１）

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質」と同様とし

た。 

p.8-1-1-81～84 

大気質 

図 8-1-1-16 予測結果 

 

 

 

 

― 追記 
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p.8-1-1-85～86 

大気質 

表 8-1-1-45 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-1-46 環境保全

措置の内容 

（工事の平準化） 

－ 

（工事の平準化） 

追記 

p.8-1-1-87 

大気質 

①回避又は低減に係る

評価 

 

 

予測の結果、資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行による粉じん等の影響を低減させ

るため、表 8-1-1-46 に示した環境保全措置を

確実に実施することから、事業者により実行

可能な範囲内で回避又は低減が図られている

と評価する。 

本事業では、表 8-1-1-46 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、資材及び機械の

運搬に用いる車両の運行による粉じん等の影

響の低減が図られていると評価する。 

p.8-1-2-6 

騒音 

図 8-1-2-1(3) 現地調

査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

p.8-1-2-7 

騒音 

図 8-1-2-1(4) 現地調

査地点（名古屋市ター

ミナル駅付近拡大図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 8-1-2-1(3) 現地調査地点

図 8-1-2-1(4) 現地調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）

図 8-1-2-1(3) 現地調査地点

図 8-1-2-1(4) 現地調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）
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p.8-1-2-13 

騒音 

b)予測式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、遮音壁の音響透過損失が見込まれない

場合には回折減衰量 を次式で置き換え

た。 
 

 

また、遮音壁の音響透過損失が見込まれない

場合には回折減衰量 を次式で置き換えた。


 

 

ΔLd   : 透過音を考慮した回折補正量（dB）

ΔLd,slit  ：遮音壁をスリット開口と考えた時の

回折補正量（dB） 

Rｎ  ：遮音壁の透過損失（dB） 

※遮音壁の透過損失は、一般の遮音壁や防音パ

ネルを仮設物として設置した場合の 20dB とし

た。 

p.8-1-2-13 

騒音 

b)予測式 

なお、地下駅、非常口（都市部、山岳部）、

変電施設、保守基地の予測は、広範囲な工事

となるため、建設機械１ユニットあたりの施

工範囲を概ね25m×25mとして想定して工事範

囲境界付近に面音源として配置し、予測を行

った。 

なお、地下駅、非常口（都市部、山岳部）、

変電施設、保守基地の予測は、広範囲な工事と

なるため、建設機械１ユニットあたりの施工範

囲を概ね 25m×25m として想定して工事範囲境

界付近に面音源として配置し、予測を行った。

その際、面音源は、建設機械の回転半径等を考

慮し、工事範囲境界から 5m 地点の離れを想定

した上で設定した。 

p.8-1-2-13 

騒音 

b)予測式 

 

（工事範囲境界に関する注釈） 

－ 

（工事範囲境界に関する注釈） 

追記 

p.8-1-2-15 

騒音 

ｵ)予測対象時期 

 

予測地点別の予測時期を表 8-1-2-11 に示

す。 

 

予測地点別の予測時期を表 8-1-2-11 に示す。

工事における建設機械の稼働は、月稼働日数

を 22 日/月と想定した。 

p.8-1-2-19～21 

騒音 

図 8-1-2-5 予測結果 

 

－ 追記 

p.8-1-2-22～24 

騒音 

表 8-1-2-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮囲い・防音

シート等の設

置による遮音

対策 
適 

遮音効果が大きいことか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮囲い・防音シート等の設置によ

る遮音対策 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 遮音による騒音の低減効果が見

込まれる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮囲い・防音

シート等の設

置による遮音

対策 
適 

住居等周辺環境を考慮した

仮囲い等の高さの検討を行

ったうえで仮囲い・防音シ

ート等を設置することで、

遮音による騒音の低減効果

が見込まれることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮囲い・防音シート等の設置によ

る遮音対策 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 住居等周辺環境を考慮した仮囲

い等の高さの検討を行ったうえ

で仮囲い・防音シート等を設置す

ることで、遮音による騒音の低減

効果が見込まれる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

dL dL









 

 
1010

,

10 
10 101010 log10 

ndd -RslitLL

d L ･













  
1010 

, 
10 

10
1010 10log10

ndd -RslitLL

d
L ･ 



 12-13 -1553- 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-2-22～24 

騒音 

表 8-1-2-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

適正な機械の設定により必

要以上の建設機械の配置及

び稼働を避けることで、騒

音の発生を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 適切な機械の設定により必要以

上の建設機械の配置及び稼働を

避けることで、騒音の発生を低減

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

工事規模に合わせて必要以

上の建設機械の規格、配置

及び稼働とならないように

計画することで、騒音の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 工事規模に合わせて必要以上の

建設機械の規格、配置及び稼働と

ならないように計画することで、

騒音の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-2-22～24 

騒音 

表 8-1-2-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

適切な点検・整備により建

設機械の性能を維持するこ

とで、騒音の発生を低減で

きることから、環境保全措

置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により建設機械

の性能を維持することで、騒音の

発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により建設機械の性能を

維持することで、騒音の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により

建設機械の性能を維持すること

で、騒音の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-2-26 

騒音 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、建設機械の稼働に伴い発生す

る建設作業騒音の影響を低減する環境保全措

置として、「低騒音型建設機械の採用」「仮囲

い・防音シート等の設置による遮音対策」「工

事規模に合わせた建設機械の設定」「建設機械

の使用時における配慮」「建設機械の点検・整

備による性能維持」及び「工事の平準化」を

図る。したがって、事業者により実行可能な

範囲内で環境影響を低減できるものと評価す

る。 

建設機械の稼働による各地点の騒音レベル

の予測値は 80dB～83dB となるが、これらはあ

くまで工事期間中における最大の値であり、そ

の値が観測されるのは工事中の限られた期間

にとどまる。 

本事業では、これらの状況に加え、「低騒音

型建設機械の採用」「仮囲い・防音シート等の

設置による遮音対策」「工事規模に合わせた建

設機械の設定」「建設機械の使用時における配

慮」「建設機械の点検・整備による性能維持」

及び「工事の平準化」の環境保全措置を確実に

実施することから、建設機械の稼働による騒音

の環境影響の低減が図られているものと評価

する。 

p.8-1-2-30 

騒音 

ｵ)予測対象時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事により発生する資材及び機械の運搬に

用いる車両の台数が最大となる時期とした。

予測地点別の予測対象時期を表8-1-2-18に

示す。 

工事により発生する資材及び機械の運搬に

用いる車両の台数が最大となる時期とした。 

予測地点別の予測対象時期を表 8-1-2-18 に

示す。 

地上部工事における資材及び機械の運搬に

用いる車両の運行は、日稼働時間を8～17時（12

時台を除く）の 8時間/日、月稼働日数は 22 日

/月と想定した。トンネル工事・地下駅工事に

おける資材及び機械の運搬に用いる車両の運

行は 24 時間稼働を前提とするとともに、月稼

働日数は 22 日/月と想定した。 



-1554- 12-14 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-2-32 

騒音 

ｷ)予測結果 

 

 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に

よる騒音の予測結果は、表 8-1-2-20 及び図

8-1-2-7 に示すとおり、予測地点における等価

騒音レベルの予測結果は、59～73dB であった。

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に

よる騒音の予測結果は、表 8-1-2-20 及び図

8-1-2-7 に示すとおり、予測地点における等価

騒音レベルの予測結果は、58～73dB であった。

p.8-1-2-33～36 

騒音 

図 8-1-2-7 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-2-37～38 

騒音 

表 8-1-2-21 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-22 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両の適切な点検・整備

による性能維持により、発

生する騒音の低減が見込ま

れるため、環境保全措置と

して採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両の適切な点検・整備による性能

維持により、発生する騒音を低減

することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により、資材及び機械の

運搬に用いる車両の性能を

維持することで、騒音の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により、

資材及び機械の運搬に用いる車

両の性能を維持することにより、

発生する騒音を低減することが

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-2-37～38 

騒音 

表 8-1-2-21 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-22 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両及び運行ルートの分

散化、法定速度の遵守等を

行うことにより、騒音の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散化、法定

速度の遵守等を行うことにより、

騒音の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両及び運行ルートの分

散化等を行うことにより、

騒音の発生を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散化等を

行うことにより、騒音の発生を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-2-37～38 

騒音 

表 8-1-2-21 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-22 環境保全

措置の内容 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

－ 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

追記 

p.8-1-2-39 

騒音 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

 

 

本事業では、資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行に伴い発生する道路交通騒音の影

響を低減する環境保全措置として、「資材及び

機械の運搬に用いる車両の点検・整備による

性能維持」「資材及び機械の運搬に用いる車両

の運行計画の配慮」「工事の平準化」等を図る。

したがって、事業者により実行可能な範囲内

で環境影響を低減できるものと評価する。 

 

本事業では、「資材及び機械の運搬に用いる

車両の点検・整備による性能維持」「資材及び

機械の運搬に用いる車両の運行計画の配慮」

「環境負荷低減を意識した運転の徹底」及び

「工事の平準化」の環境保全措置を確実に実施

することから、資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行による騒音の環境影響について低減

が図られているものと評価する。 
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p.8-1-2-40 

騒音 

b)基準又は目標との整

合性の検討 

評価結果は、表 8-1-2-24 に示すとおり道路端

において 59～73dB となる。この内、現況で騒

音に係る環境基準を超過している地点の予測

結果は 2地点であった。これらの地点は現況

の騒音レベルが基準を超過しているものであ

り、資材及び機械の運搬に用いる車両による

寄与はほとんどない。 

評価結果は、表 8-1-2-24 に示すとおり道路端

において 58～73dB となる。この内、現況で騒

音に係る環境基準を超過している地点の予測

結果は 2地点であった。これらの地点は現況の

騒音レベルが基準を超過しているものであり、

資材及び機械の運搬に用いる車両による寄与

はほとんどない。 

p.8-1-2-42 

騒音 

b)予測式 

 
 

 

 

 

 

p.8-1-2-45 

騒音 

表 8-1-2-26 換気施設

の諸元 
 

p.8-1-2-45 

騒音 

表 8-1-2-28 換気装置

の稼働台数 

 

p.8-1-2-47～49 

騒音 

図 8-1-2-11 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-2-50～51 

騒音 

表 8-1-2-32 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-2-33 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

適切な点検・整備により換

気施設の性能を維持するこ

とで、騒音を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により換気施設

の性能を維持することで、騒音を

低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

換気設備の異常な騒音、ケ

ーシング内の異物の混入の

有無、据付ボルトの緩み、

消音設備の腐食の有無や目

詰まり状況の異常等の検査

に加え、定期的に分解検査

を行い、換気設備内部の粉

塵の堆積、腐食の進行等の

検査を行うことにより、換

気施設の性能を維持するこ

とで、騒音を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 換気設備の異常な騒音、ケーシン

グ内の異物の混入の有無、据付ボ

ルトの緩み、消音設備の腐食の有

無や目詰まり状況の異常等の検

査に加え、定期的に分解検査を行

い、換気設備内部の粉塵の堆積、

腐食の進行等の検査を行うこと

により、換気施設の性能を維持す

ることで、騒音を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-1-2-53 

騒音 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

事業の実施に当たっては、環境保全措置と

して「環境対策型換気施設の採用」、「消音設

備及び多孔板の設置」、「換気ダクトの曲がり

部の設置」及び「換気施設の点検・整備によ

る性能維持」等を図る。したがって、事業者

により実行可能な範囲内で環境影響を低減で

きるものと評価する。 

本事業では、「環境対策型換気施設の採用」、

「消音設備及び多孔板の設置」、「換気ダクトの

曲がり部の設置」及び「換気施設の点検・整備

による性能維持」の環境保全措置を確実に実施

することから、鉄道施設（換気施設）の供用の

騒音に係る環境影響について低減が図られて

いると評価する。 

p.8-1-2-53 

騒音 

表 8-1-2-35 評価結果 

注 1.規制基準値は、「特定工場等に係る騒音

の規制基準」における最も厳しい基準値で比

較した。 

注 1.規制基準値は、「特定工場等において発

生する騒音の規制に関する基準」における最も

厳しい基準値で比較した。 

p.8-1-3-6 

振動 

図 8-1-3-1(3) 現地調

査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 8-1-3-1(3) 現地調査地点図 8-1-3-1(3) 現地調査地点



 12-17 -1557- 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

p.8-1-3-7 

振動 

図 8-1-3-1(4) 現地調

査地点（名古屋市ター

ミナル駅付近拡大図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

p.8-1-3-15 

振動 

ｵ)予測対象時期 

 

 

 

工事により発生する振動が最大となる時期

とした。 

予測地点別の予測時期を表 8-1-3-12 に示

す。 

工事により発生する振動が最大となる時期

とした。 

予測地点別の予測時期を表8-1-3-12に示す。

工事における建設機械の稼働は、月稼働日数

を 22 日/月と想定した。 

p.8-1-3-16 

振動 

表 8-1-3-13 建設機械

の基準点振動レベル 

 

 

 

 

 

建設機械     出典 

大型ブレーカ   ④ 

 

資料：③建設工事に伴う騒音振動対策ハンド

ブック（昭和 52 年、社団法人日本建設

機械化協会） 

   ④建設工事に伴う騒音振動対策ハンド

ブック第三版（平成 13 年、社団法人 日

本建設機械化協会） 

建設機械     出典 

大型ブレーカ    ③ 

 

資料：③建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブ

ック第三版（平成 13 年、社団法人 日

本建設機械化協会） 

p.8-1-3-19～21 

振動 

図 8-1-3-4 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-3-22～23 

振動 

表 8-1-3-15 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-16 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
低振動型建設

機械の採用 
適 

低振動型建設機械の採用に

より、発生する振動の低減

が見込まれるため、適切な

環境保全措置であると考え

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 低振動型建設機械の採用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 低振動型建設機械の採用により、

工事に伴う振動の発生を低減す

ることができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
低振動型建設

機械の採用 
適 

低振動型建設機械の採用に

より、発生する振動の低減

が見込まれるため、環境保

全措置として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 低振動型建設機械の採用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 低振動型建設機械の採用により、

工事に伴う振動の発生を低減す

ることができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

図 8-1-3-1(4) 現地調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）

図 8-1-3-1(4) 現地調査地点

（名古屋市ターミナル駅付近拡大図）
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p.8-1-3-22～23 

振動 

表 8-1-3-15 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-16 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

適正な機械の設定により必

要以上の建設機械の配置及

び稼働を避けることで、振

動の発生を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 適切な機械の設定により必要以

上の建設機械の配置及び稼働を

避けることで、振動の発生を低減

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
適 

工事規模に合わせて必要以

上の建設機械の規格、配置

及び稼働とならないように

計画することで、振動の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 工事規模に合わせて必要以上の

建設機械の規格、配置及び稼働と

ならないように計画することで、

振動の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-3-22～23 

振動 

表 8-1-3-15 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-16 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の使

用時における

配慮 
適 

建設機械の使用にあたり、

高負荷運転の防止に努める

ことで振動の発生を抑制す

ることができるため、適切

な環境保全措置と考え採用

する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の使用時における配慮 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 建設機械の使用にあたり、高負荷

運転の防止、アイドリングストッ

プの推進等により、振動の発生を

低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の使

用時における

配慮 
適 

建設機械の使用にあたり、

高負荷運転の防止に努める

ことで振動の発生を抑制す

ることができるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の使用時における配慮 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 建設機械の使用にあたり、高負荷

運転の防止により、振動の発生を

低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-3-22～23 

振動 

表 8-1-3-15 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-16 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

適切な点検・整備により建

設機械の性能を維持するこ

とで、振動の発生を低減で

きることから、環境保全措

置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により建設機械

の性能を維持することで、振動の

発生を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により、建設機械の性能

を維持することで、振動の

発生を低減できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により、

建設機械の性能を維持すること

で、振動の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-3-25 

振動 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査、予測結果及び環境保全措置の検討を

行った場合はその結果について、事業者によ

り実行可能な範囲内で回避又は低減がなされ

ているか、見解を明らかにした。 

予測の結果、建設機械の稼働に伴い発生す

る建設作業振動の影響を低減する環境保全措

置として、「低振動型建設機械の採用」、「工事

規模に合わせた建設機械の設定」、「建設機械

の使用時における配慮」、「建設機械の点検・

整備による性能維持」及び「工事の平準化」

を図る。したがって、事業者により実行可能

な範囲内で環境影響を低減できるものと評価

する。 

建設機械の稼働による各地点の振動レベル

の予測値は 63dB～68dB となるが、これらはあ

くまで工事期間中における最大の値であり、そ

の値が観測されるのは工事中の限られた期間

にとどまる。 

本事業では、これらの状況に加え、「低振動

型建設機械の採用」、「工事規模に合わせた建設

機械の設定」、「建設機械の使用時における配

慮」、「建設機械の点検・整備による性能維持」

及び「工事の平準化」の環境保全措置を確実に

実施することから、建設機械の稼働による振動

の環境影響について低減が図られているもの

と評価する。 
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p.8-1-3-26 

振動 

図 8-1-3-5 資材及び機

械の運搬に用いる車両

の運行に係る振動の予

測手順 

 

 

 

  

p.8-1-3-28 

振動 

ｵ)予測対象時期 

工事により発生する資材及び機械の運搬に

用いる車両台数が最大となる時期とした。 

予測地点別の予測対象時期を表8-1-3-19に示

す。 

工事により発生する資材及び機械の運搬に

用いる車両台数が最大となる時期とした。 

予測地点別の予測対象時期を表 8-1-3-19 に

示す。 

地上部工事における資材及び機械の運搬に

用いる車両の運行は、日稼働時間を8～17時（12

時台を除く）の 8時間/日、月稼働日数は 22 日

/月と想定した。トンネル工事・地下駅工事に

おける資材及び機械の運搬に用いる車両の運

行は 24 時間稼働を前提とするとともに、月稼

働日数は 22 日/月と想定した。 

p.8-1-3-31～34 

振動 

図 8-1-3-6 予測結果 

 

― 追記 

p.8-1-3-35～36 

振動 

表 8-1-3-22 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-23 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両の適切な点検・整備

による性能維持により、発

生する振動の低減が見込ま

れるため、環境保全措置と

して採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両の適切な点検・整備による性能

維持により、発生する振動を低減

することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により、資材及び機械の

運搬に用いる車両の性能を

維持することにより、振動

の発生を低減できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により、

資材及び機械の運搬に用いる車

両の性能を維持することにより、

発生する振動を低減することが

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-3-35～36 

振動 

表 8-1-3-22 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-23 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両及び運行ルートの分

散化、法定速度の遵守等を

行うことにより、振動の発

生を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散化、法定

速度の遵守等を行うことにより、

振動の発生を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行

計画の配慮 適 

資材及び機械の運搬に用い

る車両及び運行ルートの分

散化等を行うことにより、

振動の発生を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行計画の配慮 
位置・範囲 工事施工範囲周辺の沿道 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散化等を

行うことにより、振動の発生を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-1-3-35～36 

振動 

表 8-1-3-22 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-23 環境保全

措置の内容 

 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

－ 

（環境負荷低減を意識した運転の徹底） 

追記 

p.8-1-3-37 

振動 

a)回避又は低減に係る

評価 

調査、予測結果及び環境保全措置の検討を

行った場合はその結果について、事業者によ

り実行可能な範囲内で回避又は低減がなされ

ているか、見解を明らかにした。 

予測の結果、資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行に伴い発生する道路交通振動の影

響を低減する環境保全措置として「資材及び

機械の運搬に用いる車両の点検・整備による

性能維持」、「資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散」及び「工事の平準

化」を図ることとしている。したがって、事

業者実行可能な範囲内で環境影響を低減でき

るものと評価する。 

本事業では、「資材及び機械の運搬に用いる

車両の点検・整備による性能維持」「資材及び

機械の運搬に用いる車両の運行計画の配慮」

「環境負荷低減を意識した運転の徹底」及び

「工事の平準化」の環境保全措置を確実に実施

することから資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行による振動の環境影響について低減

が図られているものと評価する。 

p.8-1-3-37 

振動 

b)基準又は目標との整

合性の検討 

評価結果は表 8-1-3-25 に示すとおり、「振

動規制法」並びに各地方公共団体により定め

られている基準等を下回る。以上より、資材

及び建設機械の運搬に用いる車両の運行に係

る振動は、基準又は目標との整合が図られて

いると評価する。 

評価結果は表 8-1-3-25 に示すとおり、「振動

規制法」の要請限度を下回る。以上より、資材

及び機械の運搬に用いる車両の運行に係る振

動は、基準又は目標との整合が図られていると

評価する。 

p.8-1-3-41 

振動 

表 8-1-3-27 換気施設

の諸元 

p.8-1-3-41 

振動 

表 8-1-3-28 換気装置

の稼働台数 

 

p.8-1-3-43～45 

振動 

図 8-1-3-9 予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 追記 
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p.8-1-3-46～47 

振動 

表 8-1-3-32 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-33 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

適切な点検・整備により換

気施設の性能を維持する

ことで、振動を低減できる

ことから、環境保全措置と

して採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により換気施設

の性能を維持することで、振動を

低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

換気設備の異常な振動、ケ

ーシング内の異物の混入

の有無、据付ボルトの緩

み、消音設備の腐食の有無

や目詰まり状況の異常等

の検査に加え、定期的に分

解検査を行い、換気設備内

部の粉塵の堆積、腐食の進

行等の検査を行うことに

より、換気施設の性能を維

持することで、振動の発生

を低減できることから、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 換気設備の異常な振動、ケーシン

グ内の異物の混入の有無、据付ボ

ルトの緩み、消音設備の腐食の有

無や目詰まり状況の異常等の検

査に加え、定期的に分解検査を行

い、換気設備内部の粉塵の堆積、

腐食の進行等の検査を行うこと

により、換気施設の性能を維持す

ることで、振動の発生を低減でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-3-48 

振動 

a)回避又は低減に係る

評価 

事業の実施に当たっては、環境保全措置と

して「環境対策型換気施設の採用」、「防振装

置の設置」及び「換気施設の点検・整備によ

る性能維持」の実施により、環境負荷の軽減

に努める。よって、事業者により実行可能な

範囲内で低減されているものと評価する。 

本事業では、「環境対策型換気施設の採用」、

「防振装置の設置」及び「換気施設の点検・整

備による性能維持」の環境保全措置を確実に実

施することから、鉄道施設（換気施設）の供用

の振動に係る環境影響について低減が図られ

ているものと評価する。 

p.8-1-3-54 

振動 

図 8-1-3-13 予測結果 

 

 

― 追記 

p.8-1-3-55 

振動 

表 8-1-3-41 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-1-3-42 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
ガイドウェイ

の維持管理の

徹底 

適 

ガイドウェイの適切な点

検・整備を行い、その性能

を維持管理することで、振

動を低減できることから、

環境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 ガイドウェイの維持管理の徹底 

位置・範囲 トンネル区間 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 ガイドウェイの適切な点検・整備

を行い、その性能を維持管理する

ことで、振動を低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
ガイドウェイ

の維持管理の

徹底 

適 

ガイドウェイの取り付けボ

ルトの緩みや取り付け状況

の確認、ガイドウェイコン

クリートのひび割れ、欠け

等の検査を行い、検査結果

をもとに必要に応じて、取

り付けボルトの増締めやガ

イドウェイの補修、交換等

を行うことにより、その性

能を維持管理することで、

振動の発生を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 ガイドウェイの維持管理の徹底 

位置・範囲 トンネル区間 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 ガイドウェイの取り付けボルト

の緩みや取り付け状況の確認、ガ

イドウェイコンクリートのひび

割れ、欠け等の検査を行い、検査

結果をもとに必要に応じて、取り

付けボルトの増締めやガイドウ

ェイの補修、交換等を行うことに

より、その性能を維持管理するこ

とで、振動の発生を低減できる。

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-1-3-56 

振動 

a)回避又は低減に係る

評価 

事業の実施に当たっては、環境保全措置と

して「ガイドウェイの維持管理の徹底」の実

施により、環境負荷の軽減に努める。よって、

事業者により実行可能な範囲内で低減されて

いるものと評価する。 

列車の走行（地下を走行する場合を除く）に

伴う各地点の予測値は表 8-1-2-39 に示す通り

となるが、これらはあくまでピーク値であり、

その値が観測されるのは列車が走行する極め

て短い時間にとどまる。 

本事業では、これらの状況に加え、「ガイド

ウェイの維持管理の徹底」の環境保全措置を確

実に実施することから、列車の走行（地下を走

行する場合に限る。）に係る振動の環境影響に

ついて低減が図られているものと評価する。 

p.8-1-4-3 

微気圧波 

図 8-1-4-1 非常口（都

市部、山岳部）から発

生する微気圧波の予測

フロー 

 

③放出予測 
非常口（都市部、山岳部）及び地下駅 
からの圧縮波（微気圧波）の放射 

③放出予測 
非常口（都市部、山岳部） 
からの圧縮波（微気圧波）の放射 

p.8-1-4-4 

微気圧波 

ｴ)予測地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測地域の内、非常口（都市部、山岳部）

の換気施設の換気口中心（出口）から 20m 及

び 50m 離れの地点を設定した。予測地点を表

8-1-4-2 に示す。 

予測地域の内、非常口（都市部、山岳部）の

換気施設の換気口中心（出口）から 20m 及び 50m

離れの地点を設定した。予測地点を表 8-1-4-2

に示す。 

微気圧波は、一般的に坑口中心から離れると

その値は小さくなる。20m 地点は、微気圧波の

基準値である「坑口中心から 20m 地点で原則

50Pa 以下」との整合性の検討を行うため、50m

は段階的に微気圧波が小さくなることを示す

ため予測を実施した。 

p.8-1-4-5～6 

微気圧波 

表 8-1-4-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-1-4-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
多孔板の設置 

適 

適切に多孔板を設置する

ことにより微気圧波の低

減効果が期待できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 
実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 多孔板の設置 

位置・範囲 非常口（都市部、山岳部）の換気

施設の換気口付近 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 適切に多孔板を設置することに

より、非常口（都市部、山岳部）

から発生する微気圧波を低減す

ることができる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
多孔板の設置

適 

微気圧波対策が必要な箇

所である非常口（都市部、

山岳部）に、周辺の住居分

布等に留意し、基準値を満

足できる延長の多孔板を

設置することにより、微気

圧波の低減効果が期待で

きることから、環境保全措

置として採用する。 

 
実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 多孔板の設置 

位置・範囲 非常口（都市部、山岳部）の換気

施設の換気口付近 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 微気圧波対策が必要な箇所であ

る非常口（都市部、山岳部）に、

周辺の住居分布等に留意し、基準

値を満足できる延長の多孔板を

設置することにより、微気圧波を

低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-1-4-5～6 

微気圧波 

表 8-1-4-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-1-4-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
多孔板の維持

管理 

適 

適切な点検・整備により多

孔板の性能を維持するこ

とで、微気圧波を低減する

ことができることから、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 多孔板の維持管理 

位置・範囲 多孔板の設置個所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により多孔板の

性能を維持することで、非常口

（都市部、山岳部）から発生する

微気圧波を低減することができ

る 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
多孔板の維持

管理 

適 

多孔板の性能を維持する

ため、目詰まりの有無、多

孔板の腐食の有無、取り付

けボルトの緩み等の検査

を行い、その結果をもとに

必要に応じて、目詰まりの

除去や多孔板の交換、取り

付けボルトの増締め等を

行うことで、微気圧波を低

減することができること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 多孔板の維持管理 

位置・範囲 多孔板の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 多孔板の性能を維持するため、目

詰まりの有無、多孔板の腐食の有

無、取り付けボルトの緩み等の検

査を行い、その結果をもとに必要

に応じて、目詰まりの除去や多孔

板の交換、取り付けボルトの増締

め等を行うことで、微気圧波を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-4-5～6 

微気圧波 

表 8-1-4-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-1-4-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
緩衝工の設置 

適 

適切に緩衝工を設置する

ことにより微気圧波の低

減効果が期待でき、また、

山梨リニア実験線におい

ても微気圧波の低減対策

として実績があることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 緩衝工の設置 

位置・範囲 トンネル入口 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 微気圧波対策が必要な箇所であ

るトンネル及び防音防災フード

の入口側に適切な延長の緩衝工

を設置することにより、微気圧波

の発生を低減することができる。

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 緩衝工を設置することにより、景

観・眺望の変化、日照阻害、電波

障害の影響が生じる可能性があ

る。 
 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
緩衝工の設置

適 

微気圧波対策が必要な箇

所であるトンネル及び防

音防災フードの出入口に、

周辺の住居分布等に留意

し、基準値を満足できる延

長の緩衝工を設置するこ

とにより、微気圧波の低減

効果が期待でき、また、山

梨リニア実験線において

も微気圧波の低減対策と

して実績があることから、

環境保全措置として採用

する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 緩衝工の設置 

位置・範囲 トンネル入口 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 微気圧波対策が必要な箇所であ

るトンネル及び防音防災フード

の出入口に、周辺の住居分布等に

留意し、基準値を満足できる延長

の緩衝工を設置することにより、

微気圧波を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 緩衝工を設置することにより、景

観・眺望の変化、日照阻害、電波

障害の影響が生じる可能性があ

る。 
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p.8-1-4-5～6 

微気圧波 

表 8-1-4-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-1-4-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
緩衝工の維持

管理 

適 

適切な点検・整備により緩

衝工の性能を維持するこ

とで、微気圧波を低減する

ことができることから、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 緩衝工の維持管理 

位置・範囲 緩衝工の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により緩衝工の

性能を維持することで、微気圧波

の発生を低減することができる。

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
緩衝工の維持

管理 

適 

緩衝工の性能を維持する

ため、開口部の飛来物等に

よる閉塞の有無、開口部の

腐食の有無等の検査を行

い、その結果をもとに必要

に応じて、飛来物の撤去や

開口部の補修等を行うこ

とで、微気圧波を低減する

ことができることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 緩衝工の維持管理 

位置・範囲 緩衝工の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 緩衝工の性能を維持するため、開

口部の飛来物等による閉塞の有

無、開口部の腐食の有無等の検査

を行い、その結果をもとに必要に

応じて、飛来物の撤去や開口部の

補修等を行うことで、微気圧波を

低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-1-4-7 

微気圧波 

a)回避又は低減に係る

評価 

予測の結果、環境保全措置として「多孔板

の設置」、「多孔板の維持管理」、「緩衝工の設

置」及び「緩衝工の維持管理」の実施により、

環境負荷の低減に努める。よって、事業者に

より実行可能な範囲内で回避又は低減されて

いるものと評価する。 

本事業では、「多孔板の設置」、「多孔板の維

持管理」、「緩衝工の設置」及び「緩衝工の維持

管理」の環境保全措置を確実に実施することか

ら、非常口（都市部、山岳部）から発生する微

気圧波に係る環境影響の低減が図られている

と評価する。 

p.8-1-4-7～8 

微気圧波 

b)基準又は目標との整

合性の検討 

なお、換気施設に当たっては、住居等が換気

口中心（出口）から 20m 以内に存在しない位

置に計画し、20m 以内に住居が存在する場合に

も適切に多孔板及び緩衝工を設置することに

より、基準値との整合が図られていることを

確認した。 

なお、換気施設に当たっては、住居等が換気口

中心（出口）から 20m 以内に存在しない位置に

計画し、20m 以内に住居が存在する場合にも適

切な延長の多孔板及び緩衝工を設置すること

により、基準値との整合が図られていることを

確認した。 

p.8-1-5-4 

低周波音 

a)予測式 

 

 

 

p.8-1-5-11～12 

低周波音 

表 8-1-5-9 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-1-5-10 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

適切な点検・整備により換

気施設の性能を維持する

ことで、低周波音の発生を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施者 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により換気施設

の性能を維持することで、低周波

音の発生を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
換気施設の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

換気設備の異常な騒音や

振動、ケーシング内の異物

の混入の有無、据付ボルト

の緩み、消音設備の腐食の

有無や目詰まり状況の異

常等の検査に加え、定期的

に分解検査を行い、換気設

備内部の粉塵の堆積、腐食

の進行等の検査を行うこ

とにより、低周波音の発生

を低減できることから、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 換気施設の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 機器の設置箇所 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 換気設備の異常な騒音や振動、ケ

ーシング内の異物の混入の有無、

据付ボルトの緩み、消音設備の腐

食の有無や目詰まり状況の異常

等の検査に加え、定期的に分解検

査を行い、換気設備内部の粉塵の

堆積、腐食の進行等の検査を行う

ことにより、低周波音の発生を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 ))(log2011( 10 arNPWLexitLRa 
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))(log2011log10( 1010 brNPWLexitLRb 
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p.8-1-5-15 

低周波音 

a)回避又は低減に係る

評価 

予測の結果、環境保全措置として「環境対

策型換気施設の採用」、「消音装置の設置」、「換

気施設の点検・整備による性能維持」の実施

により、環境負荷の低減に努める。よって、

事業者により実行可能な範囲内で回避又は低

減されているものと評価する。 

本事業では、「環境対策型換気施設の採用」、

「消音装置の設置」及び「換気施設の点検・整

備による性能維持」の環境保全措置を確実に実

施することから、鉄道施設（換気施設）の供用

に係る低周波音の環境影響の低減が図られて

いると評価する。 

p.8-2-1-10 

水質 

ｲ)予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切土工等又は既存の工作物の除去に係る地

盤の掘削及び地下駅並びに変電施設の施工等

を含めた土地の改変に伴い発生する濁水は、

沈砂池等による処理のほか、必要に応じ、法

令に基づく排水基準等を踏まえ、適切に処理

をして公共用水域へ排水することから、周辺

公共用水域への水の濁りの影響は小さいもの

と予測する。 

切土工等又は既存の工作物の除去に係る地

盤の掘削及び地下駅並びに変電施設の施工等

を含めた土地の改変に伴い発生する濁水は、沈

砂池等による処理のほか、必要に応じ、「水質

汚濁防止法に基づく排水基準」（昭和 46 年総理

府令第 35 号、改正 平成 24 年環境省令第 15

号）」及び「水質汚濁防止法に基づく上乗せ排

水基準」（水質汚濁防止法第 3 条第 3 項に基づ

く排水基準を定める条例、昭和 47 年愛知県条

例第 4号）等に基づいて定められた排水基準を

踏まえ、適切に処理をして公共用水域へ排水す

ることから、周辺公共用水域への水の濁りの影

響は小さいものと予測する。 

p.8-2-1-11～12 

水質 

表 8-2-1-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-1-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、必要に応じて濁水処理

等の対策により、適切に処

理したうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、必要

に応じて濁水処理等の対策によ

り、適切に処理したうえで排出す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、必要に応じて発生水量

を考慮した処理能力を有す

る濁水処理設備を設置し、

法令に基づく排水基準等を

踏まえ、沈殿、濾過等、濁

りを低減させるための処理

をしたうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、必要

に応じて発生水量を考慮した処

理能力を有する濁水処理設備を

設置し、法令に基づく排水基準等

を踏まえ、沈殿、濾過等、濁りを

低減させるための処理をしたう

えで排水することで、公共用水域

への影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-11～12 

水質 

表 8-2-1-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-1-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とで、公共用水域への影響

を低減できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い、性能を維持することに

より、工事排水の処理を徹

底することで、公共用水域

への影響を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減することができ

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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水質 

表 8-2-1-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-1-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避することができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-13 

水質 

①回避又は低減に係る

評価 

 

本事業では、切土工等又は既存の工作物の

除去に係る水の濁りの影響を低減させるた

め、表 8-2-1-9 に示した環境保全措置を実施

することから、事業者により実行可能な範囲

内で回避又は低減が図られていると評価す

る。 

本事業では、表 8-2-1-9 に示す環境保全措置

を確実に実施することから、切土工等又は既存

の工作物の除去に係る水の濁りの影響の回避

又は低減が図られていると評価する。 

p.8-2-1-15 

水質 

g)予測結果 

トンネル工事に伴う掘削面等からの地下水の

湧出により発生し、非常口（都市部、山岳部）

から排水される濁水は、必要に応じ、発生水

量を考慮した処理能力を備えた濁水処理設備

を設置し、法令に基づく排水基準等を踏まえ、

適切に処理をして公共用水域へ排水すること

から、公共用水域の水の濁りの影響は小さい

ものと考える。 

トンネル工事に伴う掘削面等からの地下水

の湧出により発生し、非常口（都市部、山岳部）

から排水される濁水は、必要に応じ、「水質汚

濁防止法に基づく排水基準」（昭和 46 年総理府

令第 35 号、改正 平成 24 年環境省令第 15 号）

及び「水質汚濁防止法に基づく上乗せ排水基

準」（水質汚濁防止法第 3 条第 3 項に基づく排

水基準を定める条例、昭和 47 年愛知県条例第 4

号）等に基づいて定められた排水基準を踏ま

え、適切に処理をして公共用水域へ排水するこ

とから、公共用水域の水の濁りの影響は小さい

ものと考える。 

p.8-2-1-15～17 

水質 

表 8-2-1-11 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-12 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、濁水処理等の対策によ

り、適切に処理したうえで

排水することで、公共用水

域への影響を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する場所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、濁水

処理等の対策により、適切に処理

したうえで排出することで、公共

用水域への影響を低減すること

ができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、必要に応じて発生水量

を考慮した処理能力を有す

る濁水処理設備を設置し、

法令に基づく排水基準等を

踏まえ、沈殿、濾過等、濁

りを低減させるための処理

をしたうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する場所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、必要

に応じて発生水量を考慮した処

理能力を有する濁水処理設備を

設置し、法令に基づく排水基準等

を踏まえ、沈殿、濾過等、濁りを

低減させるための処理をしたう

えで排水することで、公共用水域

への影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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水質 

表 8-2-1-11 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-12 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とで公共用水域への影響を

低減ができることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する場所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い、性能を維持することに

より、工事排水の処理を徹

底することで、公共用水域

への影響を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する場所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減することができ

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-15～17 

水質 

表 8-2-1-11 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-12 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避することができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-17 

水質 

①回避又は低減に係る

評価 

本事業では、工事施工ヤードの設置に係る

水の濁りの影響を低減させるため、表

8-2-1-15 に示した環境保全措置を実施するこ

とから、事業者により実行可能な範囲内で回

避又は低減が図られていると評価する。 

本事業では、表 8-2-1-15 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、工事施工ヤード

の設置に係る水の濁りの影響の回避又は低減

が図られていると評価する。 

p.8-2-1-19 

水質 

g)予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事施工ヤードの設置に係る切土、盛土等

による造成、作業構台等の設置による土地の

改変に伴い発生する濁水は、沈砂池等による

処理のほか、必要に応じ、法令に基づく排水

基準等を踏まえ、適切に処理をして公共用水

域へ排水することから、公共用水域の水の濁

りの影響は小さいものと予測する。 

工事施工ヤードの設置に係る切土、盛土等に

よる造成、作業構台等の設置による土地の改変

に伴い発生する濁水は、沈砂池等による処理の

ほか、必要に応じ、「水質汚濁防止法に基づく

排水基準」（昭和 46 年総理府令第 35 号、改正

平成 24 年環境省令第 15 号）及び「水質汚濁防

止法に基づく上乗せ排水基準」（水質汚濁防止

法第 3 条第 3 項に基づく排水基準を定める条

例、昭和 47 年愛知県条例第 4 号）等に基づい

て定められた排水基準を踏まえ、適切に処理を

して公共用水域へ排水することから、公共用水

域の水の濁りの影響は小さいものと予測する。
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表 8-2-1-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、必要に応じて濁水処理

等の対策により、適切に処

理したうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 工事施工ヤードの設置を実施す

る箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、必要

に応じて濁水処理等の対策によ

り、適切に処理したうえで排出す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生する濁水

は、必要に応じて発生水量

を考慮した処理能力を有す

る濁水処理設備を設置し、

法令に基づく排水基準等を

踏まえ、沈殿、濾過等、濁

りを低減させるための処理

をしたうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 工事施工ヤードの設置を実施す

る箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生する濁水は、必要

に応じて発生水量を考慮した処

理能力を有する濁水処理設備を

設置し、法令に基づく排水基準等

を踏まえ、沈殿、濾過等、濁りを

低減させるための処理をしたう

えで排水することで、公共用水域

への影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-19～20 

水質 

表 8-2-1-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とで公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工ヤードの設置を実施す

る箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い、性能を維持することに

より、工事排水の処理を徹

底することで、公共用水域

への影響を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工ヤードの設置を実施す

る箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減することができ

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-19～20 

水質 

表 8-2-1-14 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-15 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避することができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-1-21 

水質 

①回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

本事業では、工事施工ヤードの設置に係る

水の濁りの影響を低減させるため、表

8-2-1-15 に示した環境保全措置を実施するこ

とから、事業者により実行可能な範囲内で回

避又は低減が図られていると評価する。 

本事業では、表 8-2-1-15 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、工事施工ヤード

の設置に係る水の濁りの影響の回避又は低減

が図られていると評価する。 

p.8-2-1-26 

水質 

g)予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

切土工等又は既存の工作物の除去に伴い発

生する可能性のあるアルカリ排水は、必要に

応じて法令に基づく排水基準等を踏まえ、適

切に処理をして公共用水域へ排水することか

ら、公共用水域への水の汚れの影響は小さい

ものと予測する。 

切土工等又は既存の工作物の除去に伴い発生

する可能性のあるアルカリ排水は、必要に応じ

て「水質汚濁防止法に基づく排水基準」（昭和

46 年総理府令第 35 号、改正 平成 24 年環境省

令第 15 号）及び「水質汚濁防止法に基づく上乗

せ排水基準」（水質汚濁防止法第 3条第 3 項に基

づく排水基準を定める条例、昭和 47 年愛知県条

例第 4 号）等に基づいて定められた排水基準を

踏まえ、適切に処理をして公共用水域へ排水す

ることから、公共用水域への水の汚れの影響は

小さいものと予測する。 

p.8-2-1-27～28 

水質 

表 8-2-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-21 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生するアルカ

リ排水、自然由来の重金属

等汚染排水、酸性化排水は、

処理設備等の対策により、

必要に応じて法令に基づく

排水基準等を踏まえ、適切

に処理をして公共用水域へ

排水することで、公共用水

域への影響を低減できるこ

とから、環境保全措置とし

て採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生するアルカリ排

水、自然由来の重金属汚染排水、

酸性化排水は、処理設備等の対策

により、必要に応じて法令に基づ

く排水基準等を踏まえ、適切に処

理をして公共用水域へ排水する

ことで、公共用水域への影響を低

減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生するアルカ

リ排水、自然由来の重金属

等汚染排水、酸性化排水は、

処理設備等の対策により、

必要に応じて法令に基づく

排水基準等を踏まえ、pH 値

の改善を図るための処理等

をしたうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生するアルカリ排

水、自然由来の重金属等汚染排

水、酸性化排水は、処理設備等の

対策により、必要に応じて法令に

基づく排水基準等を踏まえ、pH

値の改善を図るための処理等を

したうえで排水することで、公共

用水域への影響を低減すること

ができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-27～28 

水質 

表 8-2-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-21 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とで、公共用水域への影響

を低減できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い、性能を維持することに

より、工事排水の処理を徹

底することで、公共用水域

への影響を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減することができ

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-1-27～28 

水質 

表 8-2-1-20 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-21 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避することができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

p.8-2-1-29 

水質 

①回避又は低減に係る

評価 

 

本事業では、切土工等又は既存の工作物の

除去に係る水の汚れの影響を低減させるた

め、表 8-2-1-21 に示した環境保全措置を実施

することから、事業者により実行可能な範囲

で回避又は低減が図られていると評価する。

本事業では、表 8-2-1-21 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、切土工等又は既

存の工作物の除去に係る水の汚れの影響の回

避又は低減が図られていると評価する。 

p.8-2-1-30 

水質 

f)予測条件の設定 

本事業では、トンネルの工事に伴い非常口

（都市部、山岳部）から発生する可能性のあ

るアルカリ排水は、発生水量を考慮した処理

能力を備えた処理設備を設置し、必要に応じ

て法令に基づく排水基準等を踏まえ、適切に

処理をして公共用水域へ排水することを予測

の前提条件とした。 

本事業では、トンネルの工事に伴い非常口

（都市部、山岳部）から発生する可能性のある

アルカリ排水、自然由来の重金属等汚染排水、

酸性化排水は、発生水量を考慮した処理能力を

備えた処理設備を設置し、必要に応じて法令に

基づく排水基準等を踏まえ、適切に処理をして

公共用水域へ排水することを予測の前提条件

とした。 

p.8-2-1-31 

水質 

g)予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トンネルの工事に伴い非常口（都市部、山

岳部）から発生する可能性のあるアルカリ排

水は、必要に応じて法令に基づく排水基準等

を踏まえ、適切に処理をして公共用水域へ排

水することから、公共用水域への水の汚れの

影響は小さいものと予測する。 

トンネルの工事に伴い非常口（都市部、山岳

部）から発生する可能性のあるアルカリ排水

は、必要に応じて「水質汚濁防止法に基づく排

水基準」（昭和 46 年総理府令第 35 号、改正 平

成 24 年環境省令第 15 号）及び「水質汚濁防止

法に基づく上乗せ排水基準」（水質汚濁防止法

第 3条第 3項に基づく排水基準を定める条例、

昭和 47 年愛知県条例第 4 号）等に基づいて定

められた排水基準を踏まえ、適切に処理をして

公共用水域へ排水することから、公共用水域へ

の水の汚れの影響は小さいものと予測する。 

p.8-2-1-32～33 

水質 

表 8-2-1-23 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-24 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生するアルカ

リ排水、自然由来の重金属

汚染排水、酸性化排水は、

処理設備等の対策により、

必要に応じて法令に基づく

排水基準等を踏まえ、適切

に処理をして公共用水域へ

排水することで、公共用水

域への影響を低減すること

ができることから、環境保

全措置として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生するアルカリ排

水、自然由来の重金属汚染排水、

酸性化排水は、処理設備等の対策

により、必要に応じて法令に基づ

く排水基準等を踏まえ、適切に処

理をして公共用水域へ排水する

ことで、公共用水域への影響を低

減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により発生するアルカ

リ排水、自然由来の重金属

等汚染排水、酸性化排水は、

処理設備等の対策により、

必要に応じて法令に基づく

排水基準等を踏まえ、pH 値

の改善を図るための処理等

をしたうえで排水すること

で、公共用水域への影響を

低減できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により発生するアルカリ排

水、自然由来の重金属等汚染排

水、酸性化排水は、処理設備等の

対策により、必要に応じて法令に

基づく排水基準等を踏まえ、pH

値の改善を図るための処理等を

したうえで排水することで、公共

用水域への影響を低減すること

ができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-1-32～33 

水質 

表 8-2-1-23 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-24 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とで、公共用水域への影響

を低減できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い、性能を維持することに

より、工事排水の処理を徹

底することで、公共用水域

への影響を低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減することができ

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-32～33 

水質 

表 8-2-1-23 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-1-24 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避することができる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-1-34 

水質 

①回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

本事業では、トンネルの工事に係る水の汚

れの影響を低減させるため、表 8-2-1-24 に示

した環境保全措置を実施することから、事業

者により実行可能な範囲で回避又は低減が図

られていると評価する。 

本事業では、表 8-2-1-24 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、トンネルの工事

に係る水の汚れの影響の回避又は低減が図ら

れていると評価する。 

p.8-2-2-3～4 

地下水の水質及び水位

表 8-2-2-4 文献調査

地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 参考資料に「地下水水質調査結果 モニタリン

グ調査」（平成 25 年 6月現在、春日井市ホーム

ページ）及び「平成 24 年度公共用水域及び地

下水の水質調査結果について」（平成 25 年 6月

現在、愛知県ホームページ）を追記。 

（小牧市 4地点、春日井市 10 地点、名古屋市 9

地点を追記。） 

地点番号を変更。 
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p.8-2-2-5 

地下水の水質及び水位

図8-2-2-1(1)文献調査

地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-2-2-6 

地下水の水質及び水位

図8-2-2-1(2) 文献調

査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-2-1(1) 文献調査地点

図 8-2-2-1(2) 文献調査地点

図 8-2-2-1(1) 文献調査地点

図 8-2-2-1(2) 文献調査地点
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p.8-2-2-7 

地下水の水質及び水位

図 8-2-2-1 (3) 文献

調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-2-2-13 

地下水の水質及び水位

表 8-2-2-7 地下水の

水質の文献調査結果 

 

 

－ 「表 8-2-2-7 地下水の水質の文献調査結果」

に地点を追記。（(1)に小牧市 4地点、春日井市

10 地点、名古屋市 16 地点を追記。(2)に小牧市

4地点、春日井市 10 地点、名古屋市 3地点を追

記。） 

地点番号を変更。 

p.8-2-2-19 

地下水の水質及び水位

表 8-2-2-9 地下水の

水位の文献調査結果 

 

注 1.地点番号 36 は、水位を T.P.値（東京湾

平均海面）に換算している。 

注 2.地点番号 51 は、水位を T.P.値（東京湾平

均海面）に換算している。 

p.8-2-2-33 

地下水の水質及び水位 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、切土工等又は既存の工作物の

除去及び鉄道施設（地下駅、変電施設）の存

在に伴う地下水への影響を低減させるため、

表 8-2-2-13 に示した環境保全措置を確実に

実施することから、地下水への影響は事業者

の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られ

ていると評価する。 

本事業では、表  8-2-2-13 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、切土工等又は既

存の工作物の除去及び鉄道施設（地下駅、変電

施設）の存在に伴う地下水への影響の回避又は

低減が図られていると評価する。 

p.8-2-2-32～33 

地下水の水質及び水位 

表 8-2-2-12 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-2-13 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（薬液注入工法における指針の順守） 

－ 

（薬液注入工法における指針の順守） 

追記 

図 8-2-2-1(3) 文献調査地点 図 8-2-2-1(3) 文献調査地点図 8-2-2-1(3) 文献調査地点
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p.8-2-2-36 

地下水の水質及び水位 

図 8-2-2-8 予測検討範

囲（山岳部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-2-2-40～41 

地下水の水質及び水位 

表 8-2-2-15 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-2-2-16 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

山岳部のトンネルは、工事

の施工に先立ち地質、地下

水の調査を実施し、適切な

対策を実施することで、地

下水への影響を低減できる

ことから環境保全措置とし

て採用する。 

都市部のトンネルは、シー

ルド工法や止水性の高い山

留め工法等の採用によりト

ンネル内湧水の発生を抑え

ることで、地下水への影響

の低減が可能であり、環境

保全措置として採用する。

 
 
 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 湧水の発生を抑えることで、地下

水の水位の低下を抑制すること

により影響を低減できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

山岳部のトンネルは、工事

の施工に先立ち地質、地下

水の調査を実施し、覆工コ

ンクリート、防水シートの

設置等を行うとともに、必

要に応じて薬液注入工を実

施することなどにより、地

下水への影響を低減できる

ことから環境保全措置とし

て採用する。 

都市部のトンネルは、シー

ルド工法や止水性の高い山

留め工法等の採用によりト

ンネル内湧水の発生を抑え

ることで、地下水への影響

の低減が可能であり、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 山岳部のトンネルは、工事の施工

に先立ち地質、地下水の調査を実

施し、覆工コンクリート、防水シ

ートの設置等を行うとともに、必

要に応じて薬液注入工を実施す

ることなどにより、地下水への影

響を低減できる。 
都市部のトンネルは、シールド工

法や止水性の高い山留め工法等

の採用によりトンネル内湧水の

発生を抑えることで、地下水への

影響の低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-2-42 

地下水の水質及び水位 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

本事業では、トンネルの工事及び鉄道施設

（都市トンネル、山岳トンネル、非常口（都

市部、山岳部））の存在に伴う地下水への影響

を低減させるため、表 8-2-2-16 に示した環境

保全措置を確実に実施することから、地下水

への影響は事業者の実行可能な範囲内で回避

又は低減が図られていると評価する。 

本事業では、表 8-2-2-16 に示す環境保全措

置を確実に実施することから、トンネルの工事

及び鉄道施設（都市トンネル、山岳トンネル、

非常口（都市部、山岳部））の存在に伴う地下

水への影響の回避又は低減が図られていると

評価する。 

図 8-2-2-8 予測検討範囲（山岳部）図 8-2-2-8 予測検討範囲（山岳部）
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p.8-2-3-7 

水資源 

表 8-2-3-3(1) 工業用

水の利用状況 

資料：「利水現況調査 庄内川水系」（平成 14

年 3月、国土交通省土地・水資源局）

資料：「主要水系調査（利水現況図） 庄内川水

系」（平成 14 年 3月、国土交通省土地・

水資源局） 

p.8-2-3-16～18 

水資源 

表 8-2-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により排出する水は必

要に応じて濁水処理等の対

策により、適切に処理した

うえで排水することで、公

共用水域への影響を低減で

きることから、環境保全措

置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により排出する水は必要に

応じて濁水処理等の対策により、

適切に処理したうえで排出する

ことで、公共用水域への影響を低

減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により排出する水は必

要に応じて沈殿・濾過・中

和等の対策により、法令等

に基づく排水基準等を踏ま

え、水質の改善を図るため

の処理をしたうえで排水す

ることで、公共用水域への

影響を低減できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により排出する水は必要に

応じて沈殿・濾過・中和等の対策

により、法令等に基づく排水基準

等を踏まえ、水質の改善を図るた

めの処理をしたうえで排水する

ことで、公共用水域への影響を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-3-16～18 

水資源 

表 8-2-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とができることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い性能を維持することによ

り、工事排水の処理を徹底

することができることか

ら、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 切土工等又は既存の工作物の除

去を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-3-16～18 

水資源 

表 8-2-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-3-19 

水資源 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

 

予測結果について、切土工等又は既存の工

作物の除去及び鉄道施設（地下駅、変電施設、

保守基地）の存在に係る水資源への影響を低

減させるため、表 8-2-3-7 に示した環境保全

措置を確実に実施することから、水資源への

影響は事業者の実行可能な範囲内で回避又は

低減が図られていると評価する。 

 

本事業では、表 8-2-3-7 に示す環境保全措置

を確実に実施することから、切土工等又は既存

の工作物の除去及び鉄道施設（地下駅、変電施

設、保守基地）の存在に係る水資源への環境影

響の回避又は低減が図られていると評価する。

p.8-2-3-22～24 

水資源 

表 8-2-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により排出する水は必

要に応じて濁水処理等の対

策により、適切に処理した

うえで排水することで、公

共用水域への影響を低減で

きることから、環境保全措

置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により排出する水は必要に

応じて濁水処理等の対策により、

適切に処理したうえで排出する

ことで、公共用水域への影響を低

減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事により排出する水は必

要に応じて沈殿・濾過・中

和等の対策により、法令等

に基づく排水基準等を踏ま

え、水質の改善を図るため

の処理をしたうえで排水す

ることで、公共用水域への

影響を低減できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事により排出する水は必要に

応じて沈殿・濾過・中和等の対策

により、法令等に基づく排水基準

等を踏まえ、水質の改善を図るた

めの処理をしたうえで排水する

ことで、公共用水域への影響を低

減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-3-22～24 

水資源 

表 8-2-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

処理装置を設置する場合

は、適切な点検・整備によ

る性能維持により、工事排

水の適正処理を徹底するこ

とができることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、適切

な点検・整備による性能維持によ

り、工事排水の適正処理を徹底す

ることで、公共用水域への影響を

低減することができる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
処理装置の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

処理装置を設置する場合

は、点検・整備を確実に行

い性能を維持することによ

り、工事排水の処理を徹底

することができることか

ら、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 処理装置の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理装置を設置する場合は、点

検・整備を確実に行い、性能を維

持することにより、工事排水の処

理を徹底することで、公共用水域

への影響を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-3-22～24 

水資源 

表 8-2-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、下水道へ排水するこ

とで、公共用水域への影響

を回避できることから、環

境保全措置として採用す

る。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

下水道へ排水することで、公共用

水域への影響を回避することが

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
下水道への排

水 

適 

下水道の利用が可能な地域

では、処理したうえで下水

道へ排水することで、公共

用水域への影響を回避でき

ることから、環境保全措置

として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 下水道への排水 

位置・範囲 下水道が整備されている区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 下水道の利用が可能な地域では、

処理したうえで下水道へ排水す

ることで、公共用水域への影響を

回避できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-2-3-22～24 

水資源 

表 8-2-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-2-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

工事の施工に先立ち地質、

地下水の調査を実施し、適

切なトンネル構造及び工法

を採用することで、地下水

への影響を低減できること

から環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 山岳部のトンネルにおいて、工事

の施工に先立ち地質、地下水の調

査を実施し、適切なトンネル構造

及び工法を採用することで、地下

水への影響を低減できる。 
都市部のトンネルにおいて、シー

ルド工法や止水性の高い山留め

工法等の採用によりトンネル内

湧水の発生を抑えることで、地下

水への影響を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

山岳部のトンネルにおい

て、工事の施工に先立ち地

質、地下水の調査を実施し、

覆工コンクリート、防水シ

ートの設置等を行うととも

に、必要に応じて薬液注入

工を実施することなどによ

り、地下水への影響を低減

できることから環境保全措

置として採用する。 
都市部のトンネルにおい

て、シールド工法や止水性

の高い山留め工法等の採用

によりトンネル内湧水の発

生を抑えることで、地下水

への影響を低減できること

から環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 トンネル工事を実施する箇所 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 山岳部のトンネルにおいて、工事

の施工に先立ち地質、地下水の調

査を実施し、覆工コンクリート、

防水シートの設置等を行うとと

もに、必要に応じて薬液注入工を

実施することなどにより、地下水

への影響を低減できる。 
都市部のトンネルにおいて、シー

ルド工法や止水性の高い山留め

工法等の採用によりトンネル内

湧水の発生を抑えることで、地下

水への影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-2-3-25 

水資源 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

予測結果について、トンネルの工事及び鉄

道施設（都市トンネル、山岳トンネル、非常

口（都市部、山岳部））の存在に係る水資源へ

の影響を低減させるため、表 8-2-3-9 に示し

た環境保全措置を確実に実施することから、

水資源への影響は事業者の実行可能な範囲内

で回避又は低減が図られていると評価する。

本事業では、表 8-2-3-9 に示す環境保全措置

を確実に実施することから、トンネルの工事及

び鉄道施設（都市トンネル、山岳トンネル、非

常口（都市部、山岳部））の存在に係る水資源

への環境影響の回避又は低減が図られている

と評価する。 

p.8-3-2-6～7 

地盤沈下 

表 8-3-2-4 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-2-5 環境保全措

置の内容 

 

 

（地質の状況等に応じた山留め工法等の採

用） 

－ 

（地質の状況等に応じた山留め工法等の採用）

追記 

p.8-3-2-6～7 

地盤沈下 

表 8-3-2-4 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-2-5 環境保全措

置の内容 

 

 

（山留め材及び周辺地盤の計測管理） 

－ 

（山留め材及び周辺地盤の計測管理） 

追記 

p.8-3-2-8 

地盤沈下 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

本事業では、切土工等又は既存の工作物の

除去及び鉄道施設（地下駅、変電施設）の存

在に伴う地盤沈下を低減させるため、表

8-3-2-5 に示した環境保全措置を確実に実施

することから、地盤沈下は事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減が図られていると評

価する。 

本事業では、表 8-3-2-5 に示した環境保全措

置を確実に実施することから、切土工等又は既

存の工作物の除去及び鉄道施設（地下駅、変電

施設）の存在に伴う地盤沈下の影響の回避又は

低減が図られていると評価する。 

p.8-3-2-10～11 

地盤沈下 

表 8-3-2-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-2-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
止水性の高い

山留め工法等

の採用 

適 

切土工等又は既存の工作物

の除去及び鉄道施設（地下

駅、変電施設）の存在によ

る地盤沈下は、止水性の高

い山留め工法等の採用によ

り、湧水の発生を抑えるこ

とで、地下水の水位低下へ

の影響の回避、低減が可能

であり、環境保全措置とし

て採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 止水性の高い山留め工法等の採

用 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 地下水の水位低下を抑制するこ

とにより影響を回避、低減でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
止水性の高い

山留め工法等

の採用 

適 

切土工等又は既存の工作物

の除去及び鉄道施設（地下

駅、変電施設）の存在によ

る地盤沈下は、止水性の高

い山留め工法等の採用によ

り、湧水の発生を抑えるこ

とで、地下水の水位低下へ

の影響の回避、低減が可能

であり、環境保全措置とし

て採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 止水性の高い山留め工法等の採

用 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 計画時 

環境保全措置の効果 湧水の発生を抑制することで地

下水の水位の低下を抑制するこ

とにより影響を回避、低減でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-2-10～11 

地盤沈下 

表 8-3-2-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-2-7 環境保全措

置の内容 

 

 

（地質の状況等に応じた山留め工法等の採

用） 

－ 

（地質の状況等に応じた山留め工法等の採用）

追記 
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p.8-3-2-10～11 

地盤沈下 

表 8-3-2-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-2-7 環境保全措

置の内容 

 

 

（山留め材及び周辺地盤の計測管理） 

－ 

（山留め材及び周辺地盤の計測管理） 

追記 

p.8-3-2-12 

地盤沈下 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

本事業では、トンネルの工事及び鉄道施設

（都市トンネル、非常口（都市部））の存在に

伴う地盤沈下を低減させるため、表 8-3-2-7

に示した環境保全措置を確実に実施すること

から、地盤沈下は事業者の実行可能な範囲内

で回避又は低減が図られていると評価する。

本事業では、表 8-3-2-7 に示した環境保全措

置を確実に実施することから、トンネルの工事

及び鉄道施設（都市トンネル、非常口（都市部））

の存在に伴う地盤沈下の影響の回避又は低減

が図られていると評価する。 

p.8-3-3-2 

土壌汚染 

表 8-3-3-2(2) 自然由

来の重金属等（溶出量

試験）の試験方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-3-3-2 

土壌汚染 

表 8-3-3-2(3) 自然由

来の重金属等（含有量

試験）の試験方法 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-3-3-3 

土壌汚染 

表 8-3-3-3 現地調査

地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-3-3-14 

土壌汚染 

ｶ)予測結果 

 

 

 

 

 

 

土壌汚染が明らかとなった際には、関連法

令等に基づき適切に処理、処分する。 

土壌汚染が明らかとなった際には、土壌汚染

対策法（平成 14 年法律第 53 号、改正 平成 23

年法律第 74 号）等の関連法令等に基づき適切

に処理、処分する。 

試験項目 試験方法 

ふっ素 
JIS K 0102 34.1 又は 昭和 46.12
月環境庁告示第 59 号（水質汚濁に

係る環境基準について）付表 6 

試験項目 試験方法 

ふっ素 

JIS K 0102 34.1 又は JIS K0102 
34.1c（注(6)第 3 文を除く。）に定

める方法（懸濁物質及びイオンク

ロマトグラフ法で妨害となる物

質が共存しない場合にあっては、

これを省略できる。）及び昭和 46
年 12 月環境庁告示第 59 号（水

質汚濁に係る環境基準について）

付表 6 

試験項目 試験方法 

ふっ素 
JIS K 0102 47.1又は昭和 46.12月

環境庁告示第 59 号（水質汚濁に係

る環境基準について）付表 6 

試験項目 試験方法 

ふっ素 

JIS K 0102 34.1 又は JIS K0102 
34.1c（注(6)第 3 文を除く。）に定

める方法及び昭和 46 年 12 月環境

庁告示第 59 号（水質汚濁に係る

環境基準について）付表 6 
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土壌汚染 

表 8-3-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
有害物質の有

無の確認と汚

染土壌の適切

な処理 

適 

汚染のおそれがある土壌に

遭遇した場合には、有害物

質の有無や汚染状況等を確

認する。土壌汚染が明らか

となった際には、関係法令

等に基づき適切に処理、処

分することで、汚染された

発生土の搬出による汚染を

回避できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 有害物質の有無の確認と汚染土

壌の適切な処理 
位置・範囲 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した場合には、有害物質の有無を

確認する。環境基準に適合しない

有害物質の存在が明らかとなっ

た際には、土壌汚染対策法等に基

づき適切に処理することで、汚染

された発生土の搬出による汚染

を回避できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
有害物質の有

無の確認と汚

染土壌の適切

な処理 

適 

汚染のおそれがある土壌に

遭遇した場合には、有害物

質の有無や汚染状況等を確

認する。土壌汚染が明らか

となった際には、関係法令

等に基づき対象物質の種類

や含有量等に合わせた処

理、処分を行うことで、土

壌汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 有害物質の有無の確認と汚染土

壌の適切な処理 
位置・範囲 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した場合には、有害物質の有無や

汚染状況等を確認する。土壌汚染

が明らかとなった際には、関係法

令等に基づき対象物質の種類や

含有量等に合わせた処理、処分を

行うことで、土壌汚染を回避でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-3-15～17 

土壌汚染 

表 8-3-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
発生土に含ま

れる重金属等

の定期的な調

査 

適 

発生土に含まれる重金属等

の有無を定期的に確認し、

指定基準に適合しない発生

土及び酸性化のおそれのあ

る発生土は、選別して適切

な現場管理を行うととも

に、関連法令等に基づき処

理、処分することで、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 発生土に含まれる重金属等の定

期的な調査 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土に含まれる重金属等の有

無を定期的に確認し、指定基準に

適合しない発生土及び酸性化の

おそれのある発生土は、選別して

適切な現場管理を行うとともに、

関連法令等に基づき処理、処分す

ることで、土壌汚染を回避でき

る。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
発生土に含ま

れる重金属等

の定期的な調

査 

適 

発生土に含まれる重金属等

の有無を定期的に確認し、

指定基準に適合しない発生

土及び酸性化のおそれのあ

る発生土は、選別して対象

物質の種類や含有状況等に

合わせた現場管理を行うと

ともに、関連法令等に基づ

く処理、処分を行うことで、

土壌汚染を回避できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 発生土に含まれる重金属等の定

期的な調査 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土に含まれる重金属等の有

無を定期的に確認し、指定基準に

適合しない発生土及び酸性化の

おそれのある発生土は、選別して

対象物質の種類や含有状況等に

合わせた現場管理を行うととも

に、関連法令等に基づく処理、処

分を行うことで、土壌汚染を回避

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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土壌汚染 

表 8-3-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮置場におけ

る発生土の適

切な管理 

適 

発生土の仮置き場に屋根、

側溝、シート覆いを設置す

る等、発生土を適切に管理

することで、重金属等の有

無を確認するまでの間の雨

水等による重金属等の流出

を防止し、土壌汚染を回避

できることから、環境保全

措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮置場における発生土の適切な

管理 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土の仮置き場に屋根、側溝、

シート覆いを設置する等、発生土

を適切に管理することで、重金属

等の有無を確認するまでの間の

雨水等による重金属等の流出を

防止し、土壌汚染を回避できる。

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮置場におけ

る発生土の適

切な管理 

適 

発生土の仮置場に屋根、側

溝、シート覆いを設置する

等の管理を行うことで、重

金属等の有無を確認するま

での間の雨水等による重金

属等の流出を防止し、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮置場における発生土の適切な

管理 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土の仮置場に屋根、側溝、シ

ート覆いを設置する等の管理を

行うことで、重金属等の有無を確

認するまでの間の雨水等による

重金属等の流出を防止し、土壌汚

染を回避できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-3-15～17 

土壌汚染 

表 8-3-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-7 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

処理施設により工事排水を

適切に処理したうえで排水

することで、土壌汚染を回

避できることから、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理施設により工事排水を適切

に処理したうえで排水すること

で、土壌汚染を回避できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事排水について処理施設

により法令に基づく排出基

準等を踏まえ、水質の改善

を図るための処理をしたう

えで排水することで、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事排水について処理施設によ

り法令に基づく排出基準等を踏

まえ、水質の改善を図るための処

理をしたうえで排水することで、

土壌汚染を回避できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-3-15～17 

土壌汚染 

表 8-3-3-6 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-7 環境保全措

置の内容 

 

（発生土を有効利用する事業者への土壌汚染

に関する情報提供の徹底） 
－ 

（発生土を有効利用する事業者への土壌汚染に

関する情報提供の徹底） 
追記 

p.8-3-3-17 

土壌汚染 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、切土工等又は既存の工作物の

除去に伴う土壌汚染を回避又は低減させるた

め、表 8-3-3-7 に示した環境保全措置を確実

に実施することから、土壌汚染は事業者によ

り実行可能な範囲内で回避又は低減されてい

るものと評価した。 

本事業では、表 8-3-3-7 に示した環境保全措

置を確実に実施することから、切土工等又は既

存の工作物の除去に伴う土壌汚染は低減され

ているものと評価する。 

p.8-3-3-18 

土壌汚染 

ｶ)予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

土壌汚染が明らかとなった際には、関連法

令等に基づき適切に処理、処分する。 

土壌汚染が明らかとなった際には、土壌汚染

対策法（平成 14 年法律第 53 号、改正 平成 23

年法律第 74 号）等の関連法令等に基づき適切

に処理、処分する。 
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表 8-3-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
有害物質の有

無の確認と汚

染土壌の適切

な処理 

適 

汚染のおそれがある土壌に

遭遇した場合には、有害物

質の有無や汚染状況等を確

認する。土壌汚染が明らか

となった際には、関係法令

等に基づき適切に処理、処

分することで、汚染された

発生土の搬出による汚染を

回避できることから、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 有害物質の有無の確認と汚染土

壌の適切な処理 
位置・範囲 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した場合には、有害物質の有無を

確認する。環境基準に適合しない

有害物質の存在が明らかとなっ

た際には、土壌汚染対策法等に基

づき適切に処理することで、汚染

された発生土の搬出による汚染

を回避できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
有害物質の有

無の確認と汚

染土壌の適切

な処理 

適 

汚染のおそれがある土壌に

遭遇した場合には、有害物

質の有無や汚染状況等を確

認する。土壌汚染が明らか

となった際には、関係法令

等に基づき対象物質の種類

や含有量等に合わせた処

理、処分を行うことで、土

壌汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 有害物質の有無の確認と汚染土

壌の適切な処理 
位置・範囲 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 汚染のおそれがある土壌に遭遇

した場合には、有害物質の有無や

汚染状況等を確認する。土壌汚染

が明らかとなった際には、関係法

令等に基づき対象物質の種類や

含有量等に合わせた処理、処分を

行うことで、土壌汚染を回避でき

る。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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土壌汚染 

表 8-3-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
発生土に含ま

れる重金属等

の定期的な調

査 

適 

発生土に含まれる重金属等

の有無を定期的に確認し、

指定基準に適合しない発生

土及び酸性化のおそれのあ

る発生土は、選別して適切

な現場管理を行うととも

に、関連法令等に基づき処

理、処分することで、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 発生土に含まれる重金属等の定

期的な調査 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土に含まれる重金属等の有

無を定期的に確認し、指定基準に

適合しない発生土及び酸性化の

おそれのある発生土は、選別して

適切な現場管理を行うとともに、

関連法令等に基づき処理、処分す

ることで、土壌汚染を回避でき

る。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
発生土に含ま

れる重金属等

の定期的な調

査 

適 

発生土に含まれる重金属等

の有無を定期的に確認し、

指定基準に適合しない発生

土及び酸性化のおそれのあ

る発生土は、選別して対象

物質の種類や含有状況等に

合わせた現場管理を行うと

ともに、関連法令等に基づ

く処理、処分を行うことで、

土壌汚染を回避できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 発生土に含まれる重金属等の定

期的な調査 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土に含まれる重金属等の有

無を定期的に確認し、指定基準に

適合しない発生土及び酸性化の

おそれのある発生土は、選別して

対象物質の種類や含有状況等に

合わせた現場管理を行うととも

に、関連法令等に基づく処理、処

分を行うことで、土壌汚染を回避

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-3-3-19～21 

土壌汚染 

表 8-3-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮置場におけ

る発生土の適

切な管理 

適 

発生土の仮置き場に屋根、

側溝、シート覆いを設置す

る等、発生土を適切に管理

することで、重金属等の有

無を確認するまでの間の雨

水等による重金属等の流出

を防止し、土壌汚染を回避

できることから、環境保全

措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮置場における発生土の適切な

管理 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土の仮置き場に屋根、側溝、

シート覆いを設置する等、発生土

を適切に管理することで、重金属

等の有無を確認するまでの間の

雨水等による重金属等の流出を

防止し、土壌汚染を回避できる。

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
仮置場におけ

る発生土の適

切な管理 

適 

発生土の仮置場に屋根、側

溝、シート覆いを設置する

等の管理を行うことで、重

金属等の有無を確認するま

での間の雨水等による重金

属等の流出を防止し、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 仮置場における発生土の適切な

管理 
位置・範囲 事前調査等で発生土に重金属等

が含有するおそれがあると確認

された箇所 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 発生土の仮置場に屋根、側溝、シ

ート覆いを設置する等の管理を

行うことで、重金属等の有無を確

認するまでの間の雨水等による

重金属等の流出を防止し、土壌汚

染を回避できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-3-19～21 

土壌汚染 

表 8-3-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-9 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

処理施設により工事排水を

適切に処理したうえで排水

することで、土壌汚染を回

避できることから、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 処理施設により工事排水を適切

に処理したうえで排水すること

で、土壌汚染を回避できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事排水の適

切な処理 

適 

工事排水について処理施設

により法令に基づく排出基

準等を踏まえ、水質の改善

を図るための処理をしたう

えで排水することで、土壌

汚染を回避できることか

ら、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事排水の適切な処理 

位置・範囲 計画路線全線 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 工事排水について処理施設によ

り法令に基づく排出基準等を踏

まえ、水質の改善を図るための処

理をしたうえで排水することで、

土壌汚染を回避できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-3-19～21 

土壌汚染 

表 8-3-3-8 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-3-9 環境保全措

置の内容 

 

（発生土を有効利用する事業者への土壌汚染

に関する情報提供の徹底） 
－ 

（発生土を有効利用する事業者への土壌汚染に

関する情報提供の徹底） 
追記 

p.8-3-3-22 

土壌汚染 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、トンネルの工事に伴う土壌汚

染を回避又は低減させるため、表 8-3-3-9 に

示した環境保全措置を確実に実施することか

ら、土壌汚染は事業者により実行可能な範囲

内で回避又は低減されていると評価した。 

本事業では、表 8-3-3-9 に示した環境保全措

置を確実に実施することから、トンネルの工事

に伴う土壌汚染は低減されているものと評価

する。 

p.8-3-4-7 

日照阻害 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、鉄道施設（換気施設、変電施

設、保守基地）の存在に伴う日照阻害への影

響を低減させるため、表 8-3-4-6 に示した環

境保全措置を確実に実施することから、事業

者により実行可能な範囲内で回避又は低減が

図られていると評価する。 

本事業では、鉄道施設（換気施設、変電施設、

保守基地）の存在に伴う日照阻害への影響を低

減させるため、表 8-3-4-6 に示した環境保全措

置を確実に実施することから、鉄道施設（換気

施設、変電施設、保守基地）の存在による日照

阻害の影響について低減が図られていると評

価する。 
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p.8-3-5-3 

電波障害 

イ．電波受信の状況 

ｲ)現地調査 

テレビジョン電波の受信状況の概要を表

8-3-5-4、総合品質評価の基準を表 8-3-5-5 に

示す。 

ｲ)現地調査 

テレビジョン電波の受信状況の概要を表

8-3-5-4 に示す。各調査地域における広域局、

県域局及び中継局別の総合品質評価としては、

各チャンネルの品質評価の中で、最下位の品質

評価を集約し、整理した。なお、各チャンネル

の総合品質評価の基準を表 8-3-5-5 に示す。 

p.8-3-5-6 

電波障害 

表 8-3-5-7 予測結果 

 

 

 

  

p.8-3-5-8 

電波障害 

a)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

 

 

以上により、鉄道施設（換気施設、変電施

設、保守基地）の存在に伴う電波障害の環境

影響を事業者の実行可能な範囲で低減が図ら

れているものと評価する。 

本事業では、鉄道施設（換気施設、変電施設、

保守基地）の存在に係る電波障害の影響につい

て、一部の地域において影響があると予測した

ものの、表 8-3-5-9 に示す環境保全措置を確実

に実施することから、電波障害に係る環境影響

の低減が図られていると評価する。 

p.8-3-6-11 

文化財 

ｶ)予測結果 

埋蔵文化財は、3箇所の埋蔵文化財包蔵地周

辺において鉄道施設を設置することから、そ

れらの埋蔵文化財包蔵地の一部が改変される

可能性があるものの、文化財保護法などの関

係法令に基づき関係機関への手続き、適切な

措置を講ずることから、埋蔵文化財包蔵地へ

の影響は小さいと予測する。 

埋蔵文化財は、3 箇所の埋蔵文化財包蔵地周

辺において鉄道施設を設置することから、それ

らの埋蔵文化財包蔵地の一部が改変される可

能性があるものの、文化財保護法などの関係法

令に基づき必要となる関係機関への手続きを

行い、試掘・確認調査を実施したうえで、必要

により文化財としての価値を後世に継承する

ために発掘調査を実施することから、埋蔵文化

財包蔵地への影響は小さいと予測する。 

p.8-3-6-15～16 

文化財 

表 8-3-6-4 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-6-5 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

文化財への影響を考慮した

適切な構造、工法等を採用

することで、文化財への影

響を回避、低減できること

から、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 文化財の改変区域 
時期・期間 計画時及び工事中 

環境保全措置の効果 適切な構造、工法等を採用するこ

とで文化財への影響を回避、低減

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
適切な構造及

び工法の採用 

適 

必要な範囲で地上への仮設

物の設置を避ける等、文化

財の状況に応じた構造、工

法等を採用することで、文

化財への影響を回避又は低

減できることから、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 適切な構造及び工法の採用 

位置・範囲 文化財の改変区域 
時期・期間 計画時及び工事中 

環境保全措置の効果 必要な範囲で地上への仮設物の

設置を避ける等、文化財の状況に

応じた構造、工法等を採用するこ

とで文化財への影響を回避又は

低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

地点 

番号 
市町村名 予測地域 

遮蔽障害 

（計画施設からの距離） 
反射障害 

（計画路線からの距離）名古屋局 
国際ｾﾝﾀｰ

中継局 

広域局 県域局 県域局 

01 

春日井市

西尾町 
あり 

（65ｍ） 

あり 

（270ｍ）
 なし 

02 勝川町 
あり 

（10ｍ） 

あり 

（20ｍ）
 なし 

03 名古屋市 中区丸の内 
あり 

（85ｍ） 

あり 

（695ｍ）

あり 

（355ｍ）
なし 

地点

番号
市町村名 予測地域 

遮蔽障害 

（計画施設からの距離） 
反射障害 

（計画施設からの距離）名古屋局 
国際ｾﾝﾀｰ 

中継局 

広域局 県域局 県域局 

01 

春日井市

西尾町 
約 65m 

（北西方向）

約 270m 

（北西方向） 
 なし 

02 勝川町 
約 10m 

（西方向）

約 20m 

（西方向） 
 なし 

03 名古屋市 中区丸の内
約 85m 

（南西方向）

約 695m 

（南西方向） 

約 355m 

（北東方向） 
なし 
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p.8-3-6-15～16 

文化財 

表 8-3-6-4 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-6-5 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
試掘・確認調

査及び発掘調

査の実施（「埋

蔵文化財の保

護と発掘調査

の円滑化等に

ついて」庁保

記第 75 号（平

成10年9月 29

日 文化庁次

長通知））  

適 

埋蔵文化財の範囲や性格等

の把握が十分でない場合

は、自治体等関係箇所との

調整の上、必要となる届出

を行い、必要により試掘・

確認調査を実施したうえ

で、必要により記録保存の

ための発掘調査を実施す

る。これらにより文化財が

記録保存され、影響を回避、

低減できることから環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 試掘・確認調査及び発掘調査の実

施 
位置・範囲 文化財の改変区域 
時期・期間 工事前 

環境保全措置の効果 事前に埋蔵文化財の範囲や性格

等を明らかにし、自治体等関係箇

所との調整や届出を行い、試掘・

確認調査を実施したうえで、必要

により記録保存のための発掘調

査を実施することで、影響を回

避、低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
試掘・確認調

査及び発掘調

査の実施（「埋

蔵文化財の保

護と発掘調査

の円滑化等に

ついて」庁保

記第 75 号（平

成10年9月 29

日 文化庁次

長通知））  

適 

事前に埋蔵文化財の範囲及

び性格等を明らかにし、自

治体等関係箇所との調整の

うえ、必要となる届出を行

い、試掘・確認調査を実施

したうえで、必要により文

化財としての価値を後世に

継承するために発掘調査を

実施する。これらにより文

化財が記録保存され、影響

を回避又は低減できること

から環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 試掘・確認調査及び発掘調査の実

施 
位置・範囲 文化財の改変区域 
時期・期間 工事前 

環境保全措置の効果 事前に埋蔵文化財の範囲及び性

格等を明らかにし、自治体等関係

箇所との調整のうえ、必要となる

届出を行い、試掘・確認調査を実

施したうえで、必要により文化財

としての価値を後世に継承する

ために発掘調査を実施する。これ

らにより文化財が記録保存され、

影響を回避又は低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-6-15～16 

文化財 

表 8-3-6-4 環境保全措

置の検討の状況 

表 8-3-6-5 環境保全措

置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
遺跡の発見に

関 す る 届 出

（「文化財保

護法」（昭和 25

年 5月 30 日法

律第 214 号、

最終改正：平

成 23 年 5 月 2

日法律第 27

号））及び関係

機 関 と の 協

議、対処 

適 

法令に基づき、調査中及び

工事中に新たに遺跡が発見

したときは、その旨を教育

委員会等へ届出をし、その

後の取扱いには関係箇所と

協議を行い、対処すること

から、文化財への影響を回

避、低減できることから環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 遺跡の発見に関する届出及び関

係機関との協議、対処 
位置・範囲 文化財の発見位置 
時期・期間 調査中及び工事中 

環境保全措置の効果 事前に埋蔵文化財の範囲や性格

等を明らかにし、必要により現状

保存することにより、影響を回

避、低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
遺跡の発見に

関 す る 届 出

（「文化財保

護法」（昭和 25

年 5月 30 日法

律第 214 号、

最終改正：平

成 23 年 5 月 2

日法律第 27

号））及び関係

機 関 と の 協

議、対処 

適 

法令に基づき、調査中及び

工事中に新たに遺跡が発見

したときは、その旨を教育

委員会等へ届出をし、その

後の取扱いには関係箇所と

協議を行い、対処すること

で、文化財への影響を回避

又は低減できることから環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 遺跡の発見に関する届出及び関

係機関との協議、対処 
位置・範囲 文化財の発見位置 
時期・期間 調査中及び工事中 

環境保全措置の効果 法令に基づき、調査中及び工事中

に新たに遺跡が発見したときは、

その旨を教育委員会等へ届出を

し、その後の取扱いには関係箇所

と協議を行い、対処することで、

文化財への影響を回避又は低減

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-3-6-16 

文化財 

a)回避又は低減に係る

評価 

本事業では、鉄道施設の存在に係る文化財

への影響を回避、低減させるために表

8-3-6-5 に示した環境保全措置を確実に実行

することから文化財へ及ぼす影響は、事業者

により実行可能な範囲内で回避又は低減が図

られていると評価する。 

本事業では、表 8-3-6-5 に示した環境保全措

置を確実に実行することから鉄道施設の存在

について文化財に係る環境影響の回避又は低

減が図られていると評価する。 

p.8-4-1-11 

動物 

表 8-4-1-5 改変区域

と確認位置の距離に関

する定義 

 

 

 

 

－ 追記 
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p.8-4-1-11 

動物 

表 8-4-1-4 哺乳類現

地調査結果の概要 

  （主な確認種） 

夏季：コウベモグラ、アブラコウモリ、ホン

ドタヌキ、ホンドキツネ、イタチ属、

アライグマ、ハクビシン、カヤネズミ、

ホンシュウカヤネズミ、アカネズミ等

秋季：モグラ属、コウモリ目、ホンドタヌキ、

ホンドキツネ、イタチ属、カヤネズミ、

ホンシュウカヤネズミ、ホンドアカネ

ズミ、ハツカネズミ、ノウサギ等 

  （主な確認種） 

夏季：コウベモグラ、アブラコウモリ、ホンド

タヌキ、ホンドキツネ、イタチ属、アラ

イグマ、ハクビシン、ホンシュウカヤネ

ズミ、アカネズミ等 

秋季：モグラ属、コウモリ目、ホンドキツネ、

イタチ属、ホンシュウカヤネズミ、ホン

ドアカネズミ、ハツカネズミ、ノウサギ

等 

p.8-4-1-13 

動物 

表 8-4-1-7 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-1-16 

動物 

表 8-4-1-10 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

 

－ 追記 

p.8-4-1-19 

動物 

表 8-4-1-13 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-1-21 

動物 

表 8-4-1-15 重要な両

生類確認種一覧 

             選定基準 

               ⑦ 

 6：ナゴヤダルマガエル   

9：ナガレタゴガエル    

             選定基準 

               ⑦ 

 6：ナゴヤダルマガエル  春日井市 

 9：ナガレタゴガエル    愛知県 

p.8-4-1-22 

動物 

表 8-4-1-16 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-1-24 

動物 

表 8-4-1-18(1) 重要

な昆虫類確認種一覧 

            選定基準 

              ⑫ 

 8：ムカシヤンマ     

27：ハッチョウトンボ   

56：ヒメタイコウチ    

            選定基準 

              ⑫ 

 8：ムカシヤンマ      ○ 

27：ハッチョウトンボ    ○ 

56：ヒメタイコウチ     ○ 

p.8-4-1-29 

動物 

表 8-4-1-19 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-1-32 

動物 

表 8-4-1-22 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-1-35 

動物 

表 8-4-1-25 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 



 

評価書

p.8-4-1-

動物 

表 8-4-1-

認された

認位置 

 

p.8-4-1-

動物 

図 8-4-1

の手順 
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動物 

表 8-4-1

現地調査
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概要 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-4-1-

動物 

表 8-4-1

な哺乳類
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p.8-4-1-49 

動物 

表 8-4-1-34（2) 重要

な鳥類の予測結果 

ケリ 

 

 

 

 

 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲の近傍及び相当離れた地域であっ

た。そのため、工事作業により生息環境の

一部が消失、縮小する可能性があるが、周

辺に同質の生息環境が広く分布すると考え

られる。 

 

 

・工事の実施に伴う排水は、必要に応じて沈

砂池、濁水処理装置を配置し処理すること

により、ケリの生息環境への影響は及ばな

い。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍及び相当離れた地域であった。そ

のため、工事作業により生息環境の一部が消

失、縮小する可能性があるが、周辺に耕作地、

水辺など同質の生息環境が広く分布してい

る。 

 

（削除） 

p.8-4-1-51 

動物 

表 8-4-1-34(8) 重要

な鳥類の予測結果 

オオタカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された春日井市西尾町付近は営

巣エリアの一部が改変の可能性のある範囲に

含まれ、工事の実施により繁殖環境及び採餌

環境の一部は消失・縮小する可能性がある。

しかし、改変の可能性がある範囲は、オオタ

カが営巣に利用するような高木の樹林がない

耕作地になっており、繁殖環境への直接的影

響はない。また、その周辺には建物やゴルフ

場等のすでに改変された区域が存在するほ

か、国道 19 号線が存在しており、すでに騒音

が発生する環境にあることから、工事作業に

よる騒音の影響は小さいと予測する。 

（工事の実施） 

・本種が確認された春日井市西尾町付近は営巣

エリアの一部が改変の可能性がある範囲に含

まれ、工事の実施により繁殖環境及び採餌環境

の一部は消失・縮小する可能性がある。しかし、

改変の可能性がある範囲は、オオタカが営巣に

利用するような高木の樹林がない耕作地にな

っており、繁殖環境への直接的影響はない。ま

た、その周辺には建物やゴルフ場等のすでに改

変された区域が存在するほか、国道 19 号線が

存在しており、すでに騒音が発生する環境にあ

ることから、工事作業による騒音の影響は小さ

いと予測する。さらに、工事作業に伴う騒音・

振動は、必要に応じて低騒音・低振動型の建設

機械等を使用するほか必要に応じて防音扉を

設置することにより、影響は小さいと予測す

る。 

p.8-4-1-52 

動物 

表 8-4-1-34（10) 重

要な鳥類の予測結果 

ブッポウソウ 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲の近傍であった。そのため、工事作

業により生息環境の一部が消失、縮小する

可能性があるが、周辺に同質の生息環境が

広く分布すると考えられる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍であった。そのため、工事作業に

より生息環境の一部が消失、縮小する可能性

があるが、確認されたのは樹林地の高圧電線

に止まっていた１個体のみであったことか

ら移動中の個体であったものと考えられる。

また、周辺に樹林など同質の生息環境が広く

分布している。 

p.8-4-1-52 

動物 

表 8-4-1-34（12) 重

要な鳥類の予測結果 

サンショウクイ 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲の近傍であった。そのため、工事作

業により生息環境の一部が消失、縮小する

可能性があるが、周辺に同質の生息環境が

広く分布すると考えられる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍であった。そのため、工事作業に

より生息環境の一部が消失、縮小する可能性

があるが、周辺に樹林、耕作地、住宅地など

同質の生息環境が広く分布している。 

p.8-4-1-54 

動物 

表 8-4-1-36（1) 重要

な両生類の予測結果 

ツチガエル 

（確認状況） 

春日井市において、夏季調査時に、3 地点

100 個体以上が確認された。 

（確認状況） 

春日井市において、夏季調査時に、3 地点 8 個

体が確認された。 

p.8-4-1-55 

動物 

表 8-4-1-36（2) 重要

な両生類の予測結果 

トノサマガエル 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲及び改変の可能性がある範囲の近傍

であるため、工事作業により生息環境の一

部が消失、縮小する可能性があるが、周辺

に同質の生息環境が広く分布すると考えら

れる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲及び改変の可能性がある範囲の近傍で

あるため、工事作業により生息環境の一部が

消失、縮小する可能性があるが、周辺に水田、

草地、水路など同質の生息環境が広く分布し

ている。 
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p.8-4-1-56 

動物 

表 8-4-1-37(3) 重要

な昆虫類の予測結果 

ハッチョウトンボ 

 

（確認状況） 

春日井市において、春季調査及び夏季調査

時に、1地点 2 個体が確認された。 

（確認状況） 

春日井市において、春季調査時に、1 地点 2

個体が確認された。 

p.8-4-1-58 

動物 

表 8-4-1-37（9) 重要

な昆虫類の予測結果 

ヤマトアオドウガネ 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲及び相当離れた地域であった。その

ため、工事作業により生息環境の一部が消

失、縮小する可能性があるが、周辺に同質

の生息環境が広く分布すると考えられる。

 

 

・工事の実施に伴う排水は、必要に応じて沈

砂池、処理装置を配置し処理することによ

り、ヤマトアオドウガネの生息環境への影

響は及ばない。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲及び相当離れた地域であった。そのた

め、工事作業により生息環境の一部が消失、

縮小する可能性があるが、周辺に樹林、草地、

河川敷など同質の生息環境が広く分布して

いる。 

 

（削除） 

p.8-4-1-58 

動物 

表 8-4-1-37（10) 重

要な昆虫類の予測結果 

ヒメボタル 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲の近傍であった。そのため、工事作

業により生息環境の一部が消失、縮小する

可能性があるが、周辺に同質の生息環境が

広く分布すると考えられる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍であった。そのため、工事作業に

より生息環境の一部が消失、縮小する可能性

があるが、周辺に河川、堀など同質の生息環

境が広く分布している。 

p.8-4-1-59 

動物 

表 8-4-1-37(13) 重要

な昆虫類の予測結果 

ギフチョウ 

（確認状況） 

卵は、食草であるスズカカンアオイで丘陵

地等複数箇所確認された。 

（確認状況） 

卵は、食草であるスズカカンアオイで確認さ

れた。 

p.8-4-1-60 

動物 

表 8-4-1-38(3) 重要

な魚類の予測結果 

確認状況 

メダカ南日本集団 

 

 

 

 

 

 

 

（確認状況） 

春日井市において、春季調査、夏季調査及

び秋季調査時に、12 地点 100 個体以上が確認

された。 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲、改変の可能性のある範囲の近傍及

び相当離れた地域であった。そのため、工

事作業により生息環境の一部が消失、縮小

する可能性があるが、周辺に同質の生息環

境が広く分布すると考えられる。 

（確認状況） 

春日井市において、春季調査、夏季調査、秋

季調査及び冬季調査時に、12 地点 100 個体以上

が確認された。 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲、改変の可能性がある範囲の近傍及び相

当離れた地域であった。そのため、工事作業

により生息環境の一部が消失、同種が確認さ

れた水田横の水路は縮小する可能性がある

が、周辺に河川、水路など同質の生息環境が

広く分布している。 

p.8-4-1-61 

動物 

表 8-4-1-39(1) 重要

な底生動物の予測結果 

ハブタエヒラマキガイ 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性があ

る範囲及び改変の可能性がある範囲の近傍

であった。そのため、生息環境の一部が消

失、縮小する可能性があるが、周辺に同質

の生息環境が広く分布すると考えられる。

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲及び改変の可能性がある範囲の近傍で

あった。そのため、生息環境の一部が消失、

縮小する可能性があるが、同種が確認された

水田横の水路は同質の生息環境として広く

分布している。 

p.8-4-1-61 

動物 

表 8-4-1-39(2) 重要

な底生動物の予測結果 

フネドブガイ 

 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性のあ

る範囲の近傍であった。そのため、生息環

境の一部が消失、縮小する可能性があるが、

周辺に同質の生息環境が広く分布すると考

えられる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍であった。そのため、生息環境の

一部が消失、縮小する可能性があるが、周辺

に水域など同質の生息環境が広く分布して

いる。 
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p.8-4-1-62 

動物 

表 8-4-1-40(1) 重要

な真正クモ類の予測結

果 

シロオビトリノフンダ

マシ 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性のあ

る範囲の近傍であった。そのため、工事作

業により生息環境の一部が消失、縮小する

可能性があるが、周辺に同質の生息環境が

広く分布すると考えられる。 

（工事の実施） 

・本種が確認された地点は改変の可能性がある

範囲の近傍であった。そのため、工事作業に

より生息環境の一部が消失、縮小する可能性

があるが、周辺に草地など同質の生息環境が

広く分布している。 

p.8-4-1-67～68 

動物 

表 8-4-1-41 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-4-1-42 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 
保全対

象種 

実施の

適否 
適否の理由 

資材運搬等の

適切化 

オオタ

カ 

適 

車両の運行ルート、配

車計画を適切に行う

ことにより動物全般

への影響を低減でき

ることから、環境保全

措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 資材運搬等の適切化 

位置・範囲 資材運搬経路 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 オオタカへの影響を低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置
保全対

象種 

実施の 

適否 
適否の理由 

資材運搬等の

適切化 

オオタ

カ 

適 

運行ルートを自然環

境保全地域など動物

の重要な生息地を出

来る限り回避するよ

う設定し、配車計画を

運行ルートに応じた

車両の台数や速度、運

転方法などに留意し

て計画することによ

りオオタカへの影響

を低減できることか

ら、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 資材運搬等の適切化 

位置・範囲 資材運搬経路 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 運行ルートを自然環境保全地域

など動物の重要な生息地を出来

る限り回避するよう設定し、配車

計画を運行ルートに応じた車両

の台数や速度、運転方法などに留

意して計画することによりオオ

タカへの影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-4-1-68 

動物 

表 8-4-1-42 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 防音シート、低騒音・低振動型の

建設機械の採用 
位置・範囲 改変区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 低騒音・低振動型の建設機械の採

用により、騒音、振動の発生が抑

えられることで、鳥類等の生息環

境への影響を低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 防音シート、低騒音・低振動型の

建設機械の採用 
位置・範囲 改変区域 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 防音シート、低騒音・低振動型の

建設機械の採用により、騒音、振

動の発生が抑えられることで、鳥

類等の生息環境への影響を低減

できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-4-1-70 

動物 

ｱ)回避又は低減に係る

評価 

このことから、環境への影響は事業者の実

行可能な範囲で回避又は低減されていると評

価する。 

このことから、動物に係る環境影響の回避又

は低減が図られていると評価する。 

p.8-4-2-8 

植物 

表 8-4-2-6 改変区域

と確認位置の距離に関

する定義 

 

－ 追記 

p.8-4-2-10～17 

植物 

表 8-4-2-9 高等植物

に係る重要な種確認一

覧 

                  選定基準 

                    ⑤ 

 79：ナガバノイシモチソウ      

 80：シロバナナガバノイシモチソウ  

 111：ハギクソウ           

 143：ナガボナツハゼ         

                  選定基準 

                    ⑤ 

 79：ナガバノイシモチソウ      愛知県 

 80：シロバナナガバノイシモチソウ  愛知県 

 111：ハギクソウ           愛知県 

 143：ナガボナツハゼ         愛知県 
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p.8-4-2-18 

植物 

表 8-4-2-10 現地で確

認された重要な種の確

認位置 

－ 追記 

p.8-4-2-21 

植物 

図 8-4-2-2(1) 植生図 

（凡例） 

30.造成地 

（凡例） 

30.造成地・裸地 

p.8-4-2-32 

植物 

図 8-4-2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

p.8-4-2-33 

植物 

表 8-4-2-15 重要な種

の予測結果の概要 

          確認位置 

        改変の可能性が 

        ある範囲の近傍 

08 カワヂシャ    ○ 

          確認位置 

        改変の可能性が 

        ある範囲の近傍 

08 カワヂシャ     

p.8-4-2-36 

植物 

表 8-4-2-16(8) 重要

な種の予測結果 

カワヂシャ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事の実施） 

・本種が確認された春日井市熊野地区の地点

は改変の可能性がある範囲、名古屋市守山

区地区の地点は改変の可能性がある範囲の

近傍、その他の地点は相当離れた地域であ

った。そのため、工事作業により生育環境

の一部が消失又は消失、縮小する可能性が

あるが、周辺に同質の生育環境が広く分布

すると考えられる。 

 

（鉄道施設の存在） 

・本種が確認された春日井市熊野地区の地点

は改変の可能性がある範囲、名古屋市守山

区地区の地点は改変の可能性がある範囲の

近傍であるが、工事の実施による生育環境

の改変以外に新たな改変はないことから、

鉄道施設（非常口（都市部、山岳部）、変電

施設、保守基地）の存在による生育環境の

変化は生じない。 

（工事の実施） 

・本種が確認された春日井市熊野地区の地点は

改変の可能性がある範囲、その他の地点は相

当離れた地域であった。そのため、工事作業

により生育環境の一部が消失又は消失、縮小

する可能性があるが、周辺に川岸、水路など

同質の生育環境が広く分布している。 

 

 

（鉄道施設の存在） 

・本種が確認された春日井市熊野地区の地点は

改変の可能性がある範囲であるが、工事の実

施による生育環境の改変以外に新たな改変

はないことから、鉄道施設（非常口（都市部、

山岳部）、変電施設、保守基地）の存在によ

る生育環境の変化は生じない。 

p.8-4-2-38 

植物 

表 8-4-2-16（14）重要

な種の予測結果 

サギソウ 

 

（鉄道施設の存在） 

－ 

（鉄道施設の存在） 

・山岳トンネル区間においては、東海丘陵の小

湿地群は確認されるものの、「8-2-2 地下水の

水質及び水位」に示すとおり湿地を涵養する

湧水は表層の地下水により涵養されることか

ら、生育環境への影響は及ばない。 
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p.8-4-2-40～41 

植物 

表 8-4-2-17 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-4-6-18 環境保

全措置の内容 

 

 

 

－ 追記 

p.8-4-3-27 

生態系 

①オオタカのハビタッ

ト（生息環境）の状況 

 

 

 

 

 

 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-11 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-11 に示す。 

p.8-4-3-29 

生態系 

②ホンドアカネズミの

ハビタット（生息環境）

の状況 

本種のハビタットの影響を図 8-4-3-14 に示

す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-14 に示す。 

p.8-4-3-31 

生態系 

表 8-4-3-15 シジュウ

カラのハビタット（生

息環境）の選好性 

（繁殖可能性エリア：備考欄） 

常緑広葉樹林、落葉広葉樹林、針葉樹林、植

林地 

（繁殖可能性エリア：備考欄） 

常緑広葉樹林、落葉広葉樹林、針葉樹林、植林

地、残存・植栽樹群 

p.8-4-3-31 

生態系 

③シジュウカラのハビ

タット（生息環境）の

状況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-17 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-17 に示す。 

p.8-4-3-33 

生態系 

④トノサマガエルのハ

ビタット（生息環境）

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-20 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-20 に示す。 
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p.8-4-3-34 

生態系 

図 8-4-3-12 予測対象

範囲のトノサマガエル

のハビタット図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.8-4-3-35 

生態系 

⑤コナラ群落のハビタ

ット（生育環境）の状

況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-23 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-23 に示す。 

p.8-4-3-37 

生態系 

⑥ヒメタイコウチのハ

ビタット（生育環境）

の状況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-26 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-26 に示す。 

p.8-4-3-38 

生態系 

⑦シデコブシのハビタ

ット（生育環境）の状

況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-29 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-29 に示す。 

p.8-4-3-39 

生態系 

①ホンドタヌキのハビ

タット（生息環境）の

状況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-32 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-32 に示す。 

p.8-4-3-41 

生態系 

②スズメのハビタット

（生息環境）の状況 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-35 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-35 に示す。 

p.8-4-3-44 

生態系 

③ケリのハビタット

（生息環境）の状況 

 

 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-38 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-38 に示す。 

図 8-4-3-12 予測対象範囲の

トノサマガエル
のハビタット図

図 8-4-3-12 予測対象範囲の
トノサマガエル

のハビタット図
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p.8-4-3-46 

生態系 

④ニホンアマガエルの

ハビタット（生息環境）

の状況 

 

 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-41 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-41 に示す。 

p.8-4-3-48 

生態系 

⑤ニホンカナヘビのハ

ビタット（生息環境）

の状況 

 

本種のハビタットへの影響を表 8-4-3-44 に

示す。 

本種のハビタットへの直接的影響の程度を表

8-4-3-44 に示す。 

p.8-4-3-58 

生態系 

表 8-4-3-46 里地・里

山の生態系への影響 

以上のことから工事の実施及び構造物の存

在により、地域を特徴づける上位性種である

オオタカに影響が生じる可能性がある。しか

し、8-4-1 動物の項でも示した通り、改変の

可能性がある範囲は、オオタカが営巣に利用

するような高木の樹林がない耕作地になって

おり、繁殖環境への直接的影響はない。また、

その周辺には建物やゴルフ場等のすでに改変

された区域が存在するほか、国道 19 号線が存

在しており、すでに騒音が発生する環境にあ

ることから、工事作業による騒音の影響は小

さいと予測する。 

以上のことから工事の実施及び構造物の存

在により、地域を特徴づける上位性種であるオ

オタカに影響が生じる可能性がある。しかし、

8-4-1 動物の項でも示した通り、改変の可能性

がある範囲は、オオタカが営巣に利用するよう

な高木の樹林がない耕作地になっており、繁殖

環境への直接的影響はない。また、その周辺に

は建物やゴルフ場等のすでに改変された区域

が存在するほか、国道 19 号線が存在しており、

すでに騒音が発生する環境にあることから、工

事作業による騒音の影響は小さいと予測する。

さらに、工事作業に伴う騒音・振動は、必要に

応じて低騒音・低振動型の建設機械等を使用す

るほか必要に応じて防音扉を設置することに

より、影響は小さいと予測する。 

p.8-4-3-59 

生態系 

表 8-4-3-47 耕作地・

市街地の生態系への影

響 

切土工事又は既存の工作物の除去、トンネ

ルの工事に伴う非常口（都市部）からの排水

等により、排水河川に生息する魚類・底生動

物への影響が予測される。しかし、本地域に

おいて注目すべき生態系に該当する魚類・底

生動物は選定されていない。 

切土工事又は既存の工作物の除去、トンネル

の工事に伴う非常口（都市部）からの排水等に

より、排水河川に生息・生育する注目種への影

響が懸念されるが、工事の実施に伴う排水は必

要に応じて濁水処理設備、仮設沈砂池を設置し

て処理を行うため、注目種等のハビタットの質

的変化はない。 

p.8-4-3-60～62 

生態系 

表 8-4-3-48 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-4-3-49 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 
保全対

象種 

実施の

適否 
適否の理由 

資材運搬等の

適切化 

オオタ

カ 
適 

車両の運行ルート、配

車計画を適切に行う

ことにより動物全般

への影響を低減でき

ることから、環境保全

措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 資材運搬等の適切化 

位置・範囲 資材運搬経路 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 オオタカへの影響を低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置
保全対

象種 

実施の 

適否 
適否の理由 

資材運搬等の

適切化 

 

オオタ

カ 

 

適 

運行ルートを自然環

境保全地域など動物

の重要な生息地をで

きる限り回避するよ

う設定し、配車計画を

運行ルートに応じた

車両の台数や速度、運

転方法などに留意し

て計画することによ

りオオタカへの影響

を低減できることか

ら、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
保全対象種 オオタカ 
実施内容 種類・方法 資材運搬等の適切化 

位置・範囲 資材運搬経路 
時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 運行ルートを自然環境保全地域

など動物の重要な生息地をでき

る限り回避するよう設定し、配車

計画を運行ルートに応じた車両

の台数や速度、運転方法などに留

意して計画することによりオオ

タカへの影響を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-4-3-64 

生態系 

ｱ)回避又は低減に係る

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことから、環境への影響は事業者によ

り実行可能な範囲内で回避又は低減されてい

ると評価する。 

このことから、生態系に係る環境影響の回避

又は低減が図られていると評価する。 
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p.8-5-1-9～12 

景観 

表 8-5-1-5、図 8-5-1-2 

主要な眺望景観の変化

の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8-5-1-5(1) 主要な眺望景観の変化の予測結果 

 
 

表 8-5-1-5(2) 主要な眺望景観の変化の予測結果 

主要な眺望点 弥勒山展望台 

景観資源 入鹿池、尾張富士、本宮山、白山 

撮影条件 

撮影日：平成 24 年 4 月 

天候：晴れ 

使用カメラ：CANON  EOS 5D MarkⅡ 

レンズ焦点距離：35mm 

35mm フィルム換算焦点距離：35mm 

予測結果 

本眺望景観は、主要な眺望地点から西北西方向に、飛騨木曽川国定公園にある入鹿

池及び尾張富士、また、その先にある養老山脈、伊吹山等を眺望している。 

現状で尾張三山方向を眺望しており、本事業の実施により画面中央下段付近に鉄道

施設（換気施設、保守基地）が眺望できるようになる。 

本眺望景観において、緑の合間から鉄道施設の一部が視認されるものの、入

鹿池、尾張富士等の眺望を阻害する事は無く、また、周辺にある建物等と鉄道

施設を類似させることで現況の眺望景観と調和を図れる事から、供用時におけ

る景観資源への眺望に影響を与える事はないと予測した。 

主要な眺望点 名古屋テレビ塔 

景観資源 名古屋城、名古屋城特別緑地保全地区 

撮影条件 

撮影日：平成 24 年 5 月 

天候：晴れ 

使用カメラ：CANON EOS 5D MarkⅡ 

レンズ焦点距離：35mm 

35mm フィルム換算焦点距離：35mm 

予測結果 

本眺望景観は、主要な眺望地点から北西方向に、名古屋城特別緑地保全地区の緑と

その奥の名古屋城の建築物を眺望している。 

現状で名古屋城方向を眺望しており、本事業の実施により本町公園付近に鉄道施設

（変電施設）が眺望できるようになる。 

本眺望景観において、鉄道施設（変電施設）の一部が名古屋城特別緑地保全

地区の眺望の一部を遮るが、現況での市街地の景観に構造物が加わることにな

り、眺望の変化の程度は小さい。また、名古屋城の眺望を阻害する事は無く、

鉄道施設は周辺にある建物等と類似させることで現況の眺望景観と調和を図

れる事から、供用時における景観資源への眺望に与える影響は極めて小さいと

予測した。 
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p.8-5-1-14 

景観 

a)回避又は低減に係る

評価 

景観等への変化の程度はわずかであり、景

観等の価値を大きく損なうものではないが、

「構造物の形状の配慮」の環境保全措置を実

施することとした。事業者の実行可能な範囲

で環境影響を回避又は低減が図られているも

のと評価する。 

景観等への変化の程度はわずかであり、景観

等の価値を大きく損なうものではないが、「構

造物の形状の配慮」の環境保全措置を確実に実

施することから、景観に係る環境影響の回避又

は低減が図られているものと評価する。 

p.8-5-2-17 

人と自然との触れ合い 

a)回避又は低減に係る

評価 

したがって、鉄道施設（換気施設、変電施

設、保守基地）の存在による人と自然との触

れ合いの活動の場へ及ぼす影響は、事業者に

より実行可能な範囲内で回避又は低減が図ら

れていると評価する。 

したがって、以上の環境保全措置を確実に実

施することから、人と自然との触れ合いの活動

の場に係る環境影響の回避又は低減が図られ

ていると評価する。 

p.8-6-1-1 

廃棄物等 

e)予測結果 

また、当該副産物の処理、処分は、関係法

令、要綱及び指針等に基づき発生を抑制し再

使用又は再利用するとともに、その処理に当

たっては適正処理を図る。 

 

また、当該副産物の処理、処分は、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12

年法律第 104号、改正 平成 23年法律第 105号）

等の関係法令、要綱及び指針等に基づき発生を

抑制し再使用又は再利用するとともに、その処

理に当たっては適正処理を図る。 

p.8-6-1-2～3 

廃棄物等 

表 8-6-1-2 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-3 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設発生土の

再利用 

適 

建設発生土は本事業内で再

利用、他の公共事業等への

有効利用に努める等、適切

な処理を図ることで、建設

工事に伴う副産物の処分量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設発生土の再利用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 事業内及び事業外での再利用に

努めることで、建設工事に伴う副

産物の処分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設発生土の

再利用 

適 

建設発生土は本事業内で再

利用、他の公共事業等への

有効利用に努める等、活用

を図ることで、取り扱う副

産物の量を低減できるた

め、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設発生土の再利用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 建設発生土は事業内で再利用、他

の公共事業等への有効活用に努

める等、活用を図ることで、取り

扱う副産物の量を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-1-2～3 

廃棄物等 

表 8-6-1-2 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-3 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設汚泥の脱

水処理 

適 

脱水処理により減量化を図

ることで、建設工事に伴う

副産物の処分量を低減でき

るため、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設汚泥の脱水処理 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 脱水処理により減量化を図るこ

とで、建設工事に伴う副産物の処

分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設汚泥の脱

水処理 

適 

真空脱水（ベルトフィル

タ）、遠心脱水（スクリュー

デカンタ）、加圧脱水（フィ

ルタープレス）、並びに加圧

絞り脱水（ロールプレス、

ベルトプレス）等のプラン

ト内の機械を用いて脱水す

る機械式脱水処理、天日乾

燥、底面脱水、並びにトレ

ンチ工法など強制乾燥や自

重圧密による含水比低下重

力などを利用した自然式脱

水処理等、含水比に応じた

脱水処理により減量化を図

ることで、取り扱う副産物

の量を低減できるため、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設汚泥の脱水処理工 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 真空脱水（ベルトフィルタ）、遠

心脱水（スクリューデカンタ）、

加圧脱水（フィルタープレス）、

並びに加圧絞り脱水（ロールプレ

ス、ベルトプレス）等のプラント

内の機械を用いて脱水する機械

式脱水処理、天日乾燥、底面脱水、

並びにトレンチ工法など強制乾

燥や自重圧密による含水比低下

重力などを利用した自然式脱水

処理等、含水比に応じた脱水処理

により減量化を図ることで、取り

扱う副産物の量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-6-1-2～3 

廃棄物等 

表 8-6-1-2 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-3 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
副 産 物 の 分

別・再資源化 

適 

場内で細かく分別し、再資

源化に努めることで、建設

工事に伴う副産物の処分量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 副産物の分別・再資源化 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 場内で細かく分別し、再資源化に

努めることで、建設工事に伴う副

産物の処分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
副 産 物 の 分

別・再資源化 
適 

場内で細かく分別し、再資

源化に努めることで、取り

扱う副産物の量を低減でき

るため、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 副産物の分別・再資源化工 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 場内で細かく分別し、再資源化に

努めることで、取り扱う副産物の

量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-1-4 

廃棄物等 

b)評価結果 

したがって、事業者により実行可能な範囲

内で環境影響を回避又は低減できるものと評

価する。 

したがって、切土工等又は既存の工作物の除

去に係る環境影響を回避又は低減できるもの

と評価する。 

p.8-6-1-4 

廃棄物等 

表 8-6-1-4 本事業に

おける再資源化率の目

標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定建設資材廃棄物 
再資源

化率

コンクリート塊（コンクリー

トが廃棄物となったもの及び

コンクリート及び鉄から成る

建設資材に含まれるコンクリ

ートが廃棄物となったもの。）

100％

アスファルト・コンクリート

塊（アスファルト・コンクリ

ートが廃棄物となったもの。）

100％

特定建設資材廃棄物 
再資源

化率

コンクリート塊（コンクリー

トが廃棄物となったもの及

びコンクリート及び鉄から

成る建設資材に含まれるコ

ンクリートが廃棄物となっ

たもの。） 

100％

アスファルト・コンクリート

塊（アスファルト・コンクリ

ートが廃棄物となったも

の。） 

100％

建設発生木材（木材が廃棄物

となったもの。） 
95％

p.8-6-1-5 

廃棄物等 

e)予測結果 

また、当該副産物の処理、処分は、関係法

令、要綱及び指針等に基づき発生を抑制し再

使用又は再利用するとともに、その処理に当

たっては適正処理を図る。 

また、当該副産物の処理、処分は、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12

年法律第 104号、改正 平成 23年法律第 105号）

等の関係法令、要綱及び指針等に基づき発生を

抑制し再使用又は再利用するとともに、その処

理に当たっては適正処理を図る。 

p.8-6-1-6～7 

廃棄物等 

表 8-6-1-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-7 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設発生土の

再利用 

適 

建設発生土は本事業内で再

利用、他の公共事業等への

有効利用に努める等、適切

な処理を図ることで、建設

工事に伴う副産物の処分量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設発生土の再利用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 事業内及び事業外での再利用に

努めることで、建設工事に伴う副

産物の処分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設発生土の

再利用 

適 

建設発生土は本事業内で再

利用、他の公共事業等への

有効利用に努める等、活用

を図ることで、取り扱う副

産物の量を低減できるた

め、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設発生土の再利用 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 建設発生土は事業内で再利用、他

の公共事業等への有効活用に努

める等、活用を図ることで、取り

扱う副産物の量を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-6-1-6～7 

廃棄物等 

表 8-6-1-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-7 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設汚泥の脱

水処理 

適 

脱水処理により減量化を図

ることで、建設工事に伴う

副産物の処分量を低減でき

るため、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設汚泥の脱水処理 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 脱水処理により減量化を図るこ

とで、建設工事に伴う副産物の処

分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設汚泥の脱

水処理 

適 

真空脱水（ベルトフィル

タ）、遠心脱水（スクリュー

デカンタ）、加圧脱水（フィ

ルタープレス）、並びに加圧

絞り脱水（ロールプレス、

ベルトプレス）等のプラン

ト内の機械を用いて脱水す

る機械式脱水処理、天日乾

燥、底面脱水、並びにトレ

ンチ工法など強制乾燥や自

重圧密による含水比低下重

力などを利用した自然式脱

水処理等、含水比に応じた

脱水処理により減量化を図

ることで、取り扱う副産物

の量を低減できるため、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設汚泥の脱水処理 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 真空脱水（ベルトフィルタ）、遠

心脱水（スクリューデカンタ）、

加圧脱水（フィルタープレス）、

並びに加圧絞り脱水（ロールプレ

ス、ベルトプレス）等のプラント

内の機械を用いて脱水する機械

式脱水処理、天日乾燥、底面脱水、

並びにトレンチ工法など強制乾

燥や自重圧密による含水比低下

重力などを利用した自然式脱水

処理等、含水比に応じた脱水処理

により減量化を図ることで、取り

扱う副産物の量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-1-6～7 

廃棄物等 

表 8-6-1-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-7 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
副 産 物 の 分

別・再資源化 

適 

場内で細かく分別し、再資

源化に努めることで、建設

工事に伴う副産物の処分量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 副産物の分別・再資源化 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 場内で細かく分別し、再資源化に

努めることで、建設工事に伴う副

産物の処分量を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
副 産 物 の 分

別・再資源化 
適 

場内で細かく分別し、再資

源化に努めることで、取り

扱う副産物の量を低減でき

るため、環境保全措置とし

て採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 副産物の分別・再資源化 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 場内で細かく分別し、再資源化に

努めることで、取り扱う副産物の

量を低減できる。 
効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-6-1-7～8 

廃棄物 

b)評価結果 

トンネルの工事に係る建設工事に伴う副産

物の発生量は表 8-6-1-5 に示すとおりであ

り、事業の実施にあたっては、事業者により

実行可能な範囲内で、再利用及び再資源化を

図る。なお、再利用及び再資源化できない場

合は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等

の関係法令を遵守し適正に処理、処分する。

指定基準に適合しない発生土及び酸性化のお

それがある発生土は、選別して適切な現場管

理を行うとともに、土壌汚染対策法ほか、関

連法令等を遵守し適正に処理、処分する

（「8-3-3 土壌汚染」参照）。 

なお、副産物の減量化、再資源化にあたっ

ては、「あいち建設リサイクル指針」（平成 14

年、愛知県）が定める表 8-6-1-4 に示す数値

を目標として実施する。 

したがって、事業者により実行可能な範囲

内で環境影響を回避又は低減できるものと評

価する。 

 

本事業では、トンネルの工事に係る建設工事

に伴う副産物が発生するものの、「建設発生土

の再利用」、「建設汚泥の脱水処理」、「副産物の

分別・再資源化」などの環境保全措置を確実に

実施する。なお、再利用及び再資源化できない

場合は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等

の関係法令を遵守し適正に処理、処分するとと

もに、基準不適合土壌が発見された場合には、

土壌汚染対策法ほか、関連法令等を遵守し適正

に処理、処分する（「8-3-3 土壌汚染」参照）。

また、副産物の減量化、再資源化にあたって

は、表 8-6-1-4 に示す「あいち建設リサイクル

指針」（平成 14 年、愛知県）を目標として実施

する。 

したがって、廃棄物に係る環境影響の低減が

図られていると評価する。 

p.8-6-1-9 

廃棄物等 

ｶ)予測結果 

また、当該廃棄物の処理、処分は、関係法

令、要綱及び指針等に基づき発生を抑制し再

使用又は再利用するとともに、その処理に当

たっては適正処理を図る。 

また、当該廃棄物の処理、処分は、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第

137 号、改正 平成 24 年法律第 53 号）等の関

係法令、要綱及び指針等に基づき発生を抑制し

再使用又は再利用するとともに、その処理に当

たっては適正処理を図る。 

 

p.8-6-1-10 

廃棄物等 

表 8-6-1-9 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-10 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
廃棄物等の分

別・再資源化

  

適

  

分別回収施設の設置及び利

用者への周知を行い、分

別・再資源化の徹底を図る

ことで、鉄道施設(地下駅)

の供用による廃棄物等の処

分量を低減できるため、環

境保全措置として採用す

る。 

 

実施主体  東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 廃棄物の分別・再資源化 

位置・範囲 鉄道施設（地下駅） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 分別回収施設の設置及び利用者

への周知を行い、分別、再資源化

の徹底を図ることで、鉄道施設

（地下駅）の供用に伴う廃棄物の

処分量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
廃 棄 物 の 分

別・再資源化 

適 

分別回収施設の設置及び利

用者への周知を行い、分

別・再資源化の徹底を図る

ことで、取り扱う廃棄物の

量を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 廃棄物の分別・再資源化 

位置・範囲 鉄道施設（地下駅） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 分別回収施設の設置及び利用者

への周知を行い、分別、再資源化

の徹底を図ることで、取り扱う廃

棄物の量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-6-1-10 

廃棄物等 

表 8-6-1-9 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-1-10 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
廃 棄 物 の 処

理、処分の円

滑化 

適 

廃棄物保管場所の設置を適

切に行い、廃棄物の処理、

処分の円滑化を図ること

で、分別、再資源化及び適

正処理を徹底することがで

き、鉄道施設(地下駅)の供

用による廃棄物の処分量を

低減できるため、環境保全

措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 廃棄物の処理、処分の円滑化 

位置・範囲 鉄道施設（地下駅） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 廃棄物保管場所の適切な配置に

よる廃棄物の処理、処分の円滑化

を図ることで、分別、再資源化及

び適正処理を徹底することがで

き、鉄道施設（地下駅）の供用に

伴う廃棄物の処分量を低減でき

る。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
廃 棄 物 の 処

理・処分の円

滑化 

適 

廃棄物保管場所について、

利用者の利便性や収集作業

の効率性を考慮した配置と

するとともに、仕切りの設

置、色彩または形状の工夫

等で区別しやすいようにす

ることにより、廃棄物の処

理、処分の円滑化を図るこ

とで、分別、再資源化及び

適正処理を徹底することが

でき、取り扱う廃棄物の量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 廃棄物の処理・処分の円滑化 

位置・範囲 鉄道施設（地下駅） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 廃棄物保管場所について、利用者

の利便性や収集作業の効率性を

考慮した配置とするとともに、仕

切りの設置、色彩または形状の工

夫等で区別しやすいようにする

ことにより、廃棄物の処理、処分

の円滑化を図ることで、分別、再

資源化及び適正処理を徹底する

ことができ、取り扱う廃棄物の量

を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-1-11 

廃棄物等 

ｲ)評価結果 

したがって事業者により実行可能な範囲内

で環境影響を回避又は低減できるものと評価

する。 

したがって、廃棄物に係る環境影響を回避又

は低減できるものと評価する。 

p.8-6-2-7～9 

温室効果ガス 

表 8-6-2-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-2-7 環境保全

措置の内容 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
高効率の建設

機械の選定 

適 

高効率の建設機械の採用に

より、排出される温室効果

ガスの低減が見込まれるた

め、環境保全措置として採

用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 高効率の建設機械の選定 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 高効率の建設機械の採用により、

温室効果ガスの排出量を低減で

きる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
低炭素型建設

機械の選定 

適 

低炭素型建設機械（例えば

油圧ショベルでは CO2 排出

量が従来型に比べ 10％低

減）の採用により、排出さ

れる温室効果ガスの低減が

見込まれるため、環境保全

措置として採用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 低炭素型建設機械の選定 

位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 低炭素型建設機械（例えば油圧シ

ョベルでは CO2排出量が従来に比

べ 10％低減）の採用により、温

室効果ガスの排出量を低減でき

る。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-2-7～9 

温室効果ガス 

表 8-6-2-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-2-7 環境保全

措置の内容 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 

適 

適切な機械の設定により必

要以上の建設機械の配置及

び稼働を避けることで、温

室効果ガスの排出量を低減

できるため、環境保全措置

として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 適切な機械の設定により必要以

上の建設機械の配置及び稼働を

避けることで、温室効果ガスの排

出量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
工事規模に合

わせた建設機

械の設定 
 

適 

工事規模に合わせて必要以

上の建設機械の規格、配置

及び稼働とならないように

計画することで、温室効果

ガスの排出量を低減できる

ため、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 工事規模に合わせた建設機械の

設定 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 工事規模に合わせて必要以上の

建設機械の規格、配置及び稼働と

ならないように計画することで、

温室効果ガスの排出量を低減で

きる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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p.8-6-2-7～9 

温室効果ガス 

表 8-6-2-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-2-7 環境保全

措置の内容 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

適切な点検・整備により建

設機械の性能を維持するこ

とで、温室効果ガスの排出

量を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により建設機械

の性能を維持することで、温室効

果ガスの排出量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
建設機械の点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により建設機械の性能を

維持することで、温室効果

ガスの排出量を低減できる

ため、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 建設機械の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により

建設機械の性能を維持すること

で、温室効果ガスの排出量を低減

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-2-7～9 

温室効果ガス 

表 8-6-2-6 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-2-7 環境保全

措置の内容 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

適切な点検・整備により資

材及び機械の運搬に用いる

車両の性能を維持すること

で、温室効果ガスの排出量

を低減できるため、環境保

全措置として採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により資材及び

機械の運搬に用いる車両の性能

を維持することで、温室効果ガス

の排出量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
資材及び機械

の運搬に用い

る 車 両 の 点

検・整備によ

る性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により資材及び機械の運

搬に用いる車両の性能を維

持することで、温室効果ガ

スの排出量を低減できるた

め、環境保全措置として採

用する。 
 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 資材及び機械の運搬に用いる車

両の点検・整備による性能維持 
位置・範囲 工事施工範囲内 
時期・期間 工事期間中 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により

資材及び機械の運搬に用いる車

両の性能を維持することで、温室

効果ガスの排出量を低減できる 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-2-9 

温室効果ガス 

ｲ)評価結果 

工事の実施（建設機械の稼動、資材及び機

械の運搬に用いる車両の運行、建設資材の使

用及び廃棄物の発生）に伴い発生する温室効

果ガス排出量は、表 8-6-2-5 に示すとおりで

あり、本事業における温室効果ガス年平均排

出量は、愛知県における 1 年間あたりの温室

効果ガス75,008千tCO2
(1)と比較すると0.17％

程度である。 

また本事業では、工事の実施（建設機械の

稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運

行、建設資材の使用及び廃棄物の発生）に伴

う温室効果ガスの排出による環境負荷を低減

させるため、表 8-6-2-7 に示した環境保全措

置を実施することから、事業者の実行可能な

範囲内で回避又は低減が図られていると評価

する。 

本事業では、工事の実施（建設機械の稼動、

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行、建設

資材の使用及び廃棄物の発生）に伴う温室効果

ガスが排出されるものの、本事業における温室

効果ガス年平均排出量は、愛知県における 1年

間あたりの温室効果ガス 75,008 千 tCO2
(1)と比

較すると 0.17％程度であり、「低炭素型建設機

械の選定」、「高負荷運転の抑制」、「工事規模に

合わせた建設機械の設定」、「建設機械の点検・

整備による性能維持」、「資材及び機械の運搬に

用いる車両の点検・整備による性能維持」、「低

燃費車種の選定、積載の効率化、運搬計画の合

理化による運搬距離の最適化」の環境保全措置

を確実に実施することから、温室効果ガスに係

る環境影響の低減が図られていると評価する。
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8-6-2-13～15 

温室効果ガス 

表 8-6-2-13 環境保全

措置の検討の状況 

表 8-6-2-14 環境保全

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
設備機器の点

検・整備によ

る性能維持 

適 

適切な点検・整備により設

備機器の性能を維持するこ

とで、温室効果ガスの排出

量を低減できるため、環境

保全措置として採用する。

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 設備機器の点検・整備による性能

維持 
位置・範囲 鉄道施設（地下駅、換気施設） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 適切な点検・整備により設備機器

の性能を維持することで、温室効

果ガスの排出量を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 
設備機器の点

検及び整備に

よる性能維持 
適 

法令上の定めによる定期的

な点検や日々の点検及び整

備により設備機器の性能を

維持することで、温室効果

ガスの排出量を低減できる

ため、環境保全措置として

採用する。 

 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社 
実施内容 種類・方法 設備機器の点検及び整備による

性能維持 
位置・範囲 鉄道施設（地下駅、換気施設） 
時期・期間 供用時 

環境保全措置の効果 法令上の定めによる定期的な点

検や日々の点検及び整備により

設備機器の性能を維持すること

で、温室効果ガスの排出量を低減

できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

p.8-6-2-15 

温室効果ガス 

ｲ)評価結果 

本事業では、鉄道施設（地下駅、換気施設）

の供用に伴う温室効果ガスの排出による環境

負荷を低減させるため、表 8-6-2-14 に示した

環境保全措置を実施することから、事業者の

実行可能な範囲内で回避又は低減が図られて

いると評価する。 

本事業では、鉄道施設（地下駅、換気施設）

の供用に伴う温室効果ガスが排出されるもの

の、本事業における温室効果ガス年平均排出量

は、愛知県における 1年間あたりの温室効果ガ

ス75,008千tCO2と比較すると0.14％程度であ

り、「省エネルギー型製品の導入」、「温室効果

ガスの排出抑制に留意した施設の整備や管

理」、「設備機器の点検・整備による性能維持」、

「地域冷暖房システムの導入」、「廃棄物の分

別・再資源化」、「廃棄物の処理・処分の円滑化」

の環境保全措置を確実に実施することから、温

室効果ガスに係る環境影響の低減が図られて

いると評価する。 

p.9-18 

9-3-1 重要な地形及び

地質 

鉄道施設（都市トンネル、山岳トンネル、

非常口（都市部、山岳部）、地下駅、変電施設、

保守基地）の存在に係る重要な地形及び地質

への影響はないものと予測した。 

このことから、鉄道施設（都市トンネル、

山岳トンネル、非常口（都市部、山岳部）、地

下駅、変電施設、保守基地）の存在に係る重

要な地形及び地質への影響はないものと考え

られ、環境保全措置の検討は行わないことと

した。 

工事施工ヤードの設置又は鉄道施設（都市ト

ンネル、山岳トンネル、非常口（都市部、山岳

部）、地下駅、変電施設、保守基地）の存在に

係る重要な地形及び地質への影響はないもの

と予測した。 

このことから、工事施工ヤードの設置又は鉄

道施設（都市トンネル、山岳トンネル、非常口

（都市部、山岳部）、地下駅、変電施設、保守

基地）の存在に係る重要な地形及び地質への影

響はないものと考えられ、環境保全措置の検討

は行わないこととした。 

p.10-3 

表 10-1-1 事後調査の

項目 

 

 

 

 

 

 

 

環境影響評価項目 
環境要素の区

分 
影響要因の区分 

動物 動物 
 
 
 
 

工事の実施、鉄道施設の

存在 

環境影響評価項目 
環境要素の区分 影響要因の区分

 
動物 
 

重要な種及び注

目すべき生息地 
工事の実施、鉄

道施設の存在 

 
生態系

 

地域を特徴づけ

る生態系 

p.10-5 

10-2 具体的な位置・規

模等の計画を明らかに

することが困難な付帯

施設に関する環境保全

措置の内容をより詳細

なものにするための調

査 

－ 追記 
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p.11-1 

第 11 章 対象事業に

係る環境影響の総合的

な評価 

これらの結果から、環境保全措置を実施す

ることによって、環境への影響について実行

可能な範囲で回避又は低減が図られ、環境の

保全について適正な配慮がなされている事業

であると総合的に評価する。 

これらの結果から、環境保全措置を実施する

ことによって、環境への影響について実行可能

な範囲で回避又は低減が図られ、環境の保全に

ついて適正な配慮がなされている事業である

と総合的に評価する。 

なお、山梨リニア実験線での成果を含め、工

事期間中に新たな環境保全技術が得られた場

合には、できる限り取り入れるよう努める。 

【資料編】 

p.事 2-1～9 

図 2-1 路線概要（縦

断計画） 

平成 25 年 9月時点の縦断線形を反映 平成 26 年 3月時点の縦断線形を反映 

【資料編】 

p.事 3-4-1 

3-4 資材及び機械の

運搬に用いる車両の運

行台数について 

（算出方法） 

－ 

（算出方法） 

追記 

【資料編】 

p.事 4-1-1～2 

4-1 中央新幹線におけ

る電気設備の接地につ

いて 

－ 追記 

【資料編】 

p.事 3-5-1～4 

3-2 本線トンネル及び

非常口の計画 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 1-4-1～9 

大気質 

1-4-1 大気質の距離毎

の予測値について 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 1-5-1～5 

大気質 

1-5 使用する気象デー

タの期間代表性及び地

域代表性による誤差の

程度について 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 1-6-1～3 

大気質 

1-6 資材及び機械の運

搬に用いる車両の運行

に伴う予測地点より勾

配及びカーブが急な箇

所並びに道路の幅員が

十分でない箇所への影

響について 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 2-6-1 

騒音 

2-6 建設機械の予測

に係る音源配置の考え

方 

 

 

－ 追記 
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【資料編】 

p.環 2-7-1～8 

騒音 

2-7 建設機械の稼動

に係る等値線図 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 2-8-1 

騒音 

2-8 建設機械の稼働

に伴う騒音の高さ別予

測について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 追記 
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【資料編】 

p.環 2-10-1 

騒音 

2-10 地下の走行に伴

う騒音について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

列車が地下のトンネル内を走行する際に発

生する騒音が、直接地上に伝わることはない。

また、非常口（都市部）においてはトンネ

ルから地上への換気経路となる部分に、開閉

設備、消音設備、多孔板を設置している。こ

のうち開閉設備は列車が通過する前に扉を遮

断し、列車通過時の騒音を低減するものであ

り、山梨リニア実験線で約 10dB の騒音低減効

果があることを確認している。消音設備は主

に換気施設のファンの騒音を低減させるため

に設置するものであり、多孔板は主にファン

の騒音や微気圧波を低減させるためのもので

あるが、これらは列車走行により発生する騒

音の低減にも寄与する。これらの設備の設置

により、非常口（都市部）の外においては、

列車が地下のトンネルを走行する際の騒音の

影響はない。 

列車が地下のトンネル内を走行する際に発

生する騒音が、直接地上に伝わることはない。

また、非常口（都市部）においてはトンネルか

ら地上への換気経路となる部分に、開閉設備、

消音設備、多孔板を設置（図 2-10-1-1）して

いる。このうち開閉設備は列車が通過する前に

扉を遮断（図 2-10-1-2）し、列車通過時の騒

音を低減するものであり、山梨リニア実験線で

約 10dB の騒音低減効果があることを確認して

いる。また、開閉設備の稼働に伴い発生する音

はモータで駆動する音が主体であり、列車通過

音と比較すると騒音や低周波音の影響は非常

に小さいこと、数秒の動作時間をかけて扉を遮

断するものであり、稼働に伴う微気圧波も発生

しないことを確認している。消音設備は主に換

気施設のファンの騒音を低減させるために設

置するものであり、多孔板は主に微気圧波を低

減させるためのものであるが、これらはファン

の騒音や列車走行により発生する騒音の低減

にも寄与する。これらの設備の設置により、非

常口（都市部）の外においては、列車が地下の

トンネルを走行する際の騒音の影響はない。 

なお、山梨リニア実験線での試験結果から開

閉設備透過後のパワーレベルを設定（約 120dB）

し、消音設備、多孔板の減衰効果（評価書 表

8-1-2-29～ 30）を考慮した上で、評価書

（8-1-2-41）「3)鉄道施設（換気施設）の供用、

b)予測式」と同様の予測式を用いて、計算を行

った。その結果、地下の走行に伴い非常口から

発生する列車走行騒音は、約 23dB（換気口中心

から 20m 離れ、1.2m 高さ）と予測し、列車走行

に伴う騒音の影響はないと考える。 

 

 
図 2-10-1-1 開閉設備の配置 

【資料編】 

p.環 2-10-2 

騒音 

図 2-10-1-2 開閉設

備の開閉状況のイメー

ジ 

 

－ 追記 



 

評価書

【資料編

p.環 2-1

騒音 

2-10-2 

部）区間

【資料編

p.環 2-1

騒音 

2-12 L0

結果につ

【資料編

p.環 2-1

騒音 

2-13 変

及び低周

【資料編

p.環 2-1

騒音 

2-14 騒

目安につ

【資料編

p.環 3-5

振動 

3-5 建設

に係る等

【資料編

p.環 3-7

振動 

図 3-7-1 

補正イメ

【資料編

p.環 3-9

振動 

3-9 L0

結果につ

【資料編

p.環 3-1

振動 

3-10 振

目安につ

【資料編

p.環 4-3

微気圧波

4-3-2 多

 

 

 

【資料編

p.環 4-3

微気圧波

図 4-3-2

構造 

 

 

 

書の該当箇所 

編】 

0-2 

非常口（山岳

間 

編】 

2-1 

0系車両の測定

ついて 

編】 

3-1～2 

変電施設の騒音

周波音について

編】 

4-1 

騒音の大きさの

ついて 

編】 

-1～8 

設機械の稼動

等値線図 

編】 

-1 

編成両数の

ージ 

編】 

-1 

系車両の測定

ついて 

編】 

0-1 

振動の大きさの

ついて 

編】 

-2 

波 

多孔板 

編】 

-2 

波 

-1 多孔板の

岳

－ 

定

－ 

音

て 

－ 

の

－ 

－ 

定

－ 

の

－ 

なお、多

口における

り、基準値

環境影響評価

多孔板（20m）の

微気圧波は約

値を満足するこ

12-67

価準備書 

の設置により非

約 1/2 に低減可

ことがわかって

追記

追記

追記

追記

追記

追記

追記

非常口出

可能であ

ている。

な

口に

り、

た、

るこ

るこ

 

環

記 

記 

記 

記 

記 

記 

記 

なお、多孔板

における微気圧

基準値を満足

山梨リニア実

ことにより微気

ことを確認して

環境影響評価書

（20m）の設置

圧波は約 1/2

足することがわ

実験線にて多孔

気圧波の大き

ている。 

-1607-

書 

置により非常口

に低減可能で

わかっている。

孔板延長を調整

さを小さくで

口出

であ

ま

整す

でき
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【資料編】 

p.環 4-4-1 

微気圧波 

4-4 微気圧波の基準

について 

微気圧波については、「トンネル坑口緩衝工

の設置基準（案）」（山岳トンネル設計施工標

準・同解説、鉄道建設・運輸施設整備支援機

構、平成 20 年 4月）においてトンネル坑口緩

衝工の設置の目安値として、「民家近傍で微気

圧波のピーク値が 20Pa 以上、坑口中心から

20m 地点で原則 50Pa 以上」であるとされてい

る。 

微気圧波は図4-4-1に示すとおりパルス状の

圧力波であり、継続時間が極めて短いことも勘

案して騒音レベルである dB 表示とするより圧

力レベルである Pa 表示とすることが適切とさ

れ、これまで Pa 表示で測定や対策が進められ

ている。 

微気圧波の基準については、「トンネル坑口

緩衝工の設置基準（案）」（山岳トンネル設計施

工標準・同解説、鉄道建設・運輸施設整備支援

機構、平成 20 年 4 月）においてトンネル坑口

緩衝工の設置の目安値として、「民家近傍で微

気圧波のピーク値が 20Pa 以上、坑口中心から

20m地点で原則50Pa以上」であるとされている。

【資料編】 

p.環 4-6-1 

微気圧波 

4-6 L0 系車両の測定

結果について 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 5-1-1～4 

水質 

5-1 水質における調

査地点と河川の分布状

況について 

－ 追記 

【資料編】 

地下水 

p.環 6-3-8 

表 6-3-8-2 透水係数

モデル入力値 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料編】 

p.環 6-4-1～18 

地形及び地質 

6-4 地形・地質条件の

根拠とした地質調査結

果 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 7-1-1～2 

水資源 

7-1 山梨リニア実験

線における水資源対策

について 

 

－ 

 

追記 



 12-69 -1609- 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

【資料編】 

p.環 7-2-1～6 

水資源 

7-2 公共事業に係る

工事の施行に起因する

水枯渇等により生ずる

損害等に係る事務処理

要領について 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 8-2-1～4 

地盤沈下 

8-2 圧密沈下量の算

出について 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 9-1-1 

土壌汚染 

9-1 掘削土に含まれる

自然由来重金属等の調

査について 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 10-2-2～8 

日照阻害 

10-2 日影線図 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 11-2-3 

電波障害 

11-2 公共施設の設置

に起因するテレビジョ

ン電波受信障害により

生ずる損害等に係る費

用負担について 

 

【資料編】 

p.環 11-2-4 

電波障害 

11-2 公共施設の設置

に起因するテレビジョ

ン電波受信障害により

生ずる損害等に係る費

用負担について 

  

【資料編】 

p.環 11-3-1～4 

電波障害 

図 11-3-1 テレビ受信

障害予測地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 追記 

維持管理費＝Ａ
1 ｒ

ｌ
1

ｒ 1 ｒ
ｌ

Ｂ
1

1 ｒ
ｍ1

1

1 ｒ
ｍ2

  Ｃ

1

1 ｒ
ｎ1

1

1 ｒ
ｎ2

 

維持管理費＝Ａ
１ ｒ

ｌ
１

ｒ １ ｒ
ｌ

Ｂ
１

１ ｒ
ｍ１

１

１ ｒ
ｍ２

Ｃ
１

１ ｒ
ｎ１

１

１ ｒ
ｎ２

 

更改費＝Ｅ 1
1

1 ｒ
ｑ1

1

1 ｒ
ｑ2

 更改費＝Ｅ
１

１ ｒ
ｑ１

１

１ ｒ
ｑ２
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【資料編】 

p.環 12-5-1 

磁界 

12-5 車内及びホーム

の磁界 

（前文） 

超電導リニアの車両及びホームについては

図 9-5-1及び図 9-5-2に示す通り磁気シール

ドを設置しているため、車内及びホームの磁

界は、国の基準である国際非電離放射線防護

委員会（ICNIRP）のガイドラインの基準値を

大幅に下回っており、磁界による影響は極め

て小さい。図 9-5-3 及び図 9-5-4 に磁界の測

定箇所を、図 9-5-5 に測定結果を示す。 

（前文） 

超電導リニアの車両及びホームについては

図 12-5-1 および図 12-5-2 に示す通り磁気シ

ールドを設置しているため、車内及びホームな

らびに乗降装置内の磁界は、国の基準である国

際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）のガイド

ラインの参照値を大幅に下回っており、磁界に

よる影響は極めて小さい。 

特殊鉄道告示の解釈基準に基づく，車内およ

び乗降装置部の測定箇所を図 12-5-3 および図

12-5-4 に、同基準に基づく測定結果のまとめを

図 12-5-5 に示す。（測定の詳細は「12-8 磁界

の測定結果について」付属資料 5（平成 25 年

12 月 5 日実施の公開磁界測定）参照。なお、対

向列車すれ違いによる車内変動磁界データは

平成 25 年 9 月環境影響評価準備書資料編に既

に掲載済。） 

【資料編】 

p.環 12-5-1 

磁界 

12-5 車内及びホーム

の磁界 

（図 12-5-2 ホームへの磁気シールド設置の

概念） 

先行区間のホームへの磁気シールド設置の

概念 

 

新実験線のホームへの磁気シールド設置の

概念図 

【資料編】 

p.環 12-5-3 

磁界 

12-5 車内及びホーム

の磁界 

（図 9-5-3 車内の磁界の測定箇所、図

9-5-4 乗降装置と車内（出入台）の磁界の測

定箇所、図 9-5-5 車内及び乗降装置と車内

（出入台）の磁界の測定結果） 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 12-8-1～21 

磁界 

12-8 磁界の測定結果

について 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 13-1-1 

動物 

表 13-1-1-1 哺乳類確

認種一覧 

           調査時期 

       春季 夏季 秋季 冬季 

 4：タヌキ   ●  ●  ●  ● 

 

           調査時期 

       春季 夏季 秋季 冬季 

 4：タヌキ   ●  ●     ● 

 

【資料編】 

p.環 13-1-2 

動物 

表 13-1-2-1 鳥類確認

種一覧 

             調査時期 

        春季 繁殖期 夏季 秋季 冬季 

30：ケリ     ●   ●   ●  ●  ● 

79：ミソサザイ             ●  ● 

84：アカハラ                 ● 

 

             調査時期 

        春季 繁殖期 夏季 秋季 冬季 

30：ケリ     ●   ●   ●  ●   

79：ミソサザイ                ● 

84：アカハラ              ●   

 

【資料編】 

p.環 13-1-4～19 

動物 

表 13-1-5-1 昆虫類確

認種一覧 

                   調査時期 

              早春季 春季 夏季 秋季

  11：フタバコカゲロウ    

  42：ハッチョウトンボ        ●  ● 

 183：マエジロオオヨコバイ  

 235：ケブカカスミカメ    

 271：チャモンナガカメムシ  

1059：ウンモンスズメ     

1060：オオスカシバ      

1068：キシタホソバ      

                   調査時期 

             早春季 春季 夏季 秋季 

  11：フタバコカゲロウ       ● 

  42：ハッチョウトンボ       ● 

 183：マエジロオオヨコバイ        ● 

 235：ケブカカスミカメ             ● 

 271：チャモンナガカメムシ     ● 

1059：ウンモンスズメ        ● 

1060：オオスカシバ         ● 

1068：キシタホソバ            ● 

【資料編】 

p.環 13-2-4 

動物 

表 13-2-3-1 重要な爬

虫類確認種一覧（文献

調査） 

             文献 No. 

               4 

 8：ヤマカガシ        ○ 

   

             文献 No. 

               4 

 8：ヤマカガシ        

   



 12-71 -1611- 

評価書の該当箇所 環境影響評価準備書 環境影響評価書 

【資料編】 

p.環 13-2-5 

動物 

表 13-2-4-1 重要な両

生類確認種一覧（文献

調査） 

             選定基準 

               ③ 

 6：ナゴヤダルマガエル   

 9：ナガレタゴガエル    

             選定基準 

               ③ 

 6：ナゴヤダルマガエル  春日井市 

 9：ナガレタゴガエル    愛知県 

【資料編】 

p.環 13-2-6 

動物 

表 13-2-5-1(1) 重要

な昆虫類確認種一覧 

            選定基準 

              ⑧ 

 8：ムカシヤンマ     

27：ハッチョウトンボ   

56：ヒメタイコウチ    

             選定基準 

              ⑧ 

 8：ムカシヤンマ      ○ 

27：ハッチョウトンボ    ○ 

56：ヒメタイコウチ      ○ 

【資料編】 

p.環 13-2-7 

動物 

表 13-2-5-1(2) 重要

な昆虫類確認種一覧 

            選定基準 

              ③ 

137：ヒメヒカゲ      ○ 

 

             選定基準 

               ③ 

137：ヒメヒカゲ      愛知県 

 

【資料編】 

p.環 13-3-1～17 

動物 

13-3 ラインセンサス

及びポイントセンサス

調査結果 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 14-1-1～18 

植物 

表 14-1-1 植物確認種

一覧 

              調査時期 

          早春 春季 夏季 秋季 

 184：シデコブシ   ●  ●  ●  ● 

 202：ヘビノボラズ  ●  ●       

 571：キリ      ●     ●    

 887：サギソウ             ● 

              調査時期 

          早春 春季 夏季 秋季 

 184：シデコブシ   ●  ●  ●    

 202：ヘビノボラズ     ●  ●    

 571：キリ      ●  ●  ●    

 887：サギソウ          ●    

【資料編】 

p.環 14-2-4 

植物 

表 14-2-1 高等植物に

係る重要な種確認一覧 

        選定基準 

          ③ 

251  ウバユリ 春日井市 

252  ササユリ      

        選定基準 

          ③ 

251  ウバユリ      

252  ササユリ 春日井市 

【資料編】 

p.環 15-1 

生態系 

15 生態系 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 16-1-2 

廃棄物等 

表 16-1-2-1 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 16-2-1 

廃棄物等 

(1)建設発生土 

一次処理土の発生率は、これまでの泥水式

シールドマシンの施工実績より設定した。 

一次処理土の発生率は、(財)下水道新技術推

進機構のマニュアルを参考に設定した。 

【資料編】 

p.環 16-2-2 

廃棄物等 

(5)建設発生木材 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 16-3-2 

廃棄物等 

図 16-3-1-1 建設工事

に伴う副産物の一般的

な処理・処分の流れ 

（汚染された土が発生した場合のフロー） 

－ 

追記 
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【資料編】 

p.環 16-4-1 

廃棄物等 

16-4建設発生土の不法

投棄対策 

－ 追加 

【資料編】 

p.環 16-3-2 

図 16-3-1-1 建設工事

に伴う副産物の一般的

な処理・処分の流れ 

【資料編】 

p.環 16-5-1 

廃棄物等 

16-5 山梨リニア実験

線工事における建設発

生土の利用実績 

－ 

 

追記 

【資料編】 

p.環 17-1-1～2 

温室効果ガス 

表 17-1-1-1 建設機械

の稼動に用いた内訳 

（排出係数の出典） 

－ 

（排出係数の出典） 

追記 

【資料編】 

p.環 17-2-6～8 

温室効果ガス 

17-2-2 名古屋開業時 

－ 追記 

【資料編】 

p.環 19-1～6 

19 モニタリング等に

ついて 

 

－ 

 

追記 

 


